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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 466,399 463,264 444,190 430,064 434,497

経常利益 (百万円) 35,216 26,838 8,732 5,545 9,253

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(百万円) 19,930 △10,705 △8,211 3,557 12,397

包括利益 (百万円) 22,703 △6,829 △9,614 5,658 12,266

純資産額 (百万円) 215,109 197,892 179,266 175,166 175,122

総資産額 (百万円) 487,594 490,954 474,926 481,904 496,607

１株当たり純資産額 (円) 2,173.58 2,000.43 1,796.57 1,749.37 1,777.26

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 206.79 △111.30 △85.37 36.98 128.79

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 36.98 128.71

自己資本比率 (％) 42.9 39.2 36.4 34.9 34.5

自己資本利益率 (％) 9.7 △5.3 △4.5 2.1 7.3

株価収益率 (倍) 19.07 △33.96 △37.95 94.10 29.93

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 32,295 27,839 26,195 25,237 26,449

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △24,729 3,048 △26,191 △436 5,503

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △14,514 △13,112 △3,236 △11,994 △12,512

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 93,835 112,955 108,355 119,001 138,304

従業員数 (名)
20,005 20,145 20,607 21,022 20,387
(1,723) (1,731) (1,870) (1,899) (1,016)

 

(注) １　売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。

２　第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

３　第61期及び第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため、記載しておりません。

４　従業員数は就業人員であります。

５　業務執行役員は、従業員数に含めておりません。

６　従業員数の（　　）内は臨時従業員の平均雇用人員数であり、外書きであります。
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(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

 

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

営業収益 (百万円) 14,650 9,304 9,491 13,759 14,641

経常利益 (百万円) 10,442 2,233 2,090 6,271 6,756

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 10,617 △2,001 4,022 8,585 17,750

資本金 (百万円) 13,600 13,600 13,600 13,600 13,623

発行済株式総数 (株) 102,453,453 102,453,453 102,453,453 102,453,453 102,464,061

純資産額 (百万円) 172,929 162,152 156,241 155,934 165,150

総資産額 (百万円) 205,207 196,291 206,081 204,854 217,102

１株当たり純資産額 (円) 1,796.32 1,685.76 1,623.90 1,619.95 1,713.78

１株当たり配当額
（内１株当たり
中間配当額）

(円)
95.00 95.00 95.00 95.00 95.00

(47.50) (47.50) (47.50) (47.50) (47.50)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

(円) 110.17 △20.81 41.82 89.25 184.40

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 89.25 184.28

自己資本比率 (％) 84.2 82.6 75.8 76.1 76.0

自己資本利益率 (％) 6.1 △1.2 2.5 5.5 11.1

株価収益率 (倍) 35.81 △181.64 77.47 38.99 20.91

配当性向 (％) 86.2 △456.5 227.2 106.4 51.5

従業員数 (名)
47 149 112 89 75
(11) (14) (11) (10) (10)

 

(注) １　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　第60期及び第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。

３　第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため、記載しておりません。

４　従業員数は就業人員であります。

５　業務執行役員は、従業員数に含めておりません。なお、当社は平成26年４月１日から執行役員制度を導入し

ております。

６　従業員数の(　　)内は臨時従業員の平均雇用人員数であり、外書きであります。
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２ 【沿革】
 

年月 沿革

昭和30年１月 岡山市南方420番地に㈱福武書店を設立し、中学校関係の図書、生徒手帳の発行を開始。

昭和37年４月 関西進学研究会を設置し、高校生を対象とした「関西模試」を開始。

昭和44年１月 高校生のための通信添削講座「通信教育セミナ」を開講。

昭和44年３月 東京支社を設置し、東日本地区において「進研模試」の名称で模擬試験を実施。

昭和46年８月 本社を岡山市番町一丁目10番23号に移転。

昭和47年12月 中学生のための通信添削講座「通信教育セミナ・ジュニア」を開講。

昭和48年４月 通信添削講座の名称を「進研ゼミ」に変更。

昭和55年９月 進研ゼミ「小学講座」を開講。

昭和62年４月 株式額面金額変更のため㈱福武書店(旧商号タバイサイエンス株式会社 昭和22年11月設立)と合併。

昭和63年４月 進研ゼミ「幼児講座」(現「こどもちゃれんじ」)を開講。

平成２年８月 本社を岡山市北区南方三丁目７番17号に新築移転。

平成２年９月 新CI「Benesse（ベネッセ）」導入。

平成５年２月 語学事業においてBerlitz（ベルリッツ） International, Inc.(米国)(現Berlitz Corporation(現

連結子会社))との提携を行うため同社を買収。

平成６年２月 ２～３歳児向け進研ゼミ「おやこ講座」(現「こどもちゃれんじ」)開講。

平成６年３月 東京支社を東京都多摩市に新築移転。

平成７年４月 商号を「株式会社ベネッセコーポレーション」に変更。

平成７年10月 大阪証券取引所市場第二部及び広島証券取引所へ上場。

平成９年９月 大阪証券取引所市場第一部に指定。

平成12年３月 東京証券取引所市場第一部へ上場。

平成13年７月 Berlitz International, Inc.(米国)（現Berlitz Corporation(現連結子会社))の議決権を有する株

式を全て取得。

平成15年12月 介護サービス事業を行うため㈱ベネッセスタイルケア（現連結子会社）を設立。

平成19年６月 教育事業において㈱東京個別指導学院（現連結子会社）との業務提携を行うため同社の株式を取

得。

平成19年８月 中国で教具・玩具の調達、出版物の販売を行うため倍楽生商貿(中国)有限公司（現連結子会社）を

設立。

平成21年10月 持株会社体制へ移行（㈱ベネッセコーポレーション（現連結子会社）を新設分割の方法により設立

し、当社の事業を承継）し、商号を「株式会社ベネッセホールディングス」に変更。

平成24年３月 教室事業の展開を進めるため、㈱アップ（現連結子会社）を連結子会社化。

平成26年６月 個人情報漏えい事故発生。

平成27年１月 情報システムの保守、運用事業及び情報処理サービス事業を行う㈱ベネッセインフォシェル（現連

結子会社）を設立。
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３ 【事業の内容】

当社及び当社の関係会社（子会社38社及び関連会社９社）においては、国内教育、海外事業、介護・保育、語学の

４つのカンパニーを中心に事業を行っています。

当社及び当社の関係会社の事業に係わる位置付け、セグメントとの関連は、次のとおりです。

なお、次の４つのカンパニーは「第一部 第５ 経理の状況 １　連結財務諸表等　注記事項（セグメント情報

等）」に掲げるセグメント情報の区分と同一であります。

 

［国内教育カンパニー］

校外学習事業及び学校向け教育事業等を行っています。

　校外学習事業では主に、㈱ベネッセコーポレーションにおいて、幼児から高校生を対象とした通信教育講座

「進研ゼミ」「こどもちゃれんじ」、及び「Challenge English」「こどもちゃれんじEnglish」「Worldwide

Kids」等の英語事業を、㈱東京個別指導学院、㈱アップ、㈱東京教育研、及び㈱お茶の水ゼミナールにおい

て、学習塾・予備校事業を、㈱ミネルヴァインテリジェンスにおいて、子ども向け英語教室事業を行っていま

す。

学校向け教育事業では主に、㈱ベネッセコーポレーションにおいて、高校生を対象とした大学入試模擬試験

「進研模試」や、学習・進路指導教材「スタディーサポート」「進路マップ」、英語能力テスト「GTEC（ジー

テック）for STUDENTS」、小・中学校のコンピュータ活用支援サービス、学校教材としてドリルやテスト等を

提供しています。また、㈱進研アドにおいて、大学支援事業を、㈱ベネッセi-キャリアにおいて、キャリア形

成支援サービス事業等を行っています。

（主な関係会社）

｛校外学習事業、学校向け教育事業｝㈱ベネッセコーポレーション

｛編集｝㈱プランディット

｛編集製作販売｝㈱ラーンズ

｛学習塾・予備校事業｝㈱東京個別指導学院、㈱アップ、㈱東京教育研、㈱お茶の水ゼミナール

｛子ども向け英語教室事業｝㈱ミネルヴァインテリジェンス

｛その他｝㈱進研アド、㈱ベネッセi-キャリア

 
［海外事業カンパニー］

中国では、倍楽生商貿（中国）有限公司等において、台湾では、㈱ベネッセコーポレーションにおいて、幼

児向けを中心とした通信教育事業、教室事業等を行っています。

インドネシアでは、PT. Benesse Indonesiaにおいて、学習塾事業「Shinkenjuku」を行っています。

（主な関係会社）

㈱ベネッセコーポレーション、倍楽生商貿(中国)有限公司、PT. Benesse Indonesia

 
［介護・保育カンパニー］

㈱ベネッセスタイルケアにおいて、入居介護サービス事業（「アリア」「くらら」「グラニー＆グランダ」

「まどか」「ボンセジュール」「ここち」合計６シリーズの高齢者向けホーム及びサービス付き高齢者向け住

宅「リレ」の運営）、在宅介護サービス事業、通所介護サービス事業、及び介護研修事業と保育園・学童運営

事業を、㈱ベネッセMCMにおいて、看護師及び介護職の人材紹介派遣業を、㈱ベネッセパレットにおいて、高齢

者向け配食サービス事業を、また㈱ベネッセシニアサポートにおいて、「ベネッセの介護相談室」の運営を

行っています。

（主な関係会社）

㈱ベネッセスタイルケア、㈱ベネッセMCM、㈱ベネッセパレット、㈱ベネッセシニアサポート
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［語学カンパニー］

Berlitz Corporationにおいて、語学教育事業、グローバル人材育成事業、留学支援事業等を、㈱サイマル・

インターナショナルにおいて、通訳・翻訳事業等を行っています。

（主な関係会社）

Berlitz Corporation、㈱サイマル・インターナショナル

 

［その他］

主に㈱ベネッセコーポレーションにおいて、妊娠・出産・育児雑誌「たまごクラブ」「ひよこクラブ」、生

活情報誌「サンキュ！」、直販雑誌「いぬのきもち」「ねこのきもち」の刊行や、「たまひよSHOP」「たまひ

よの内祝」等の通信販売事業、及び女性向けインターネットサイト「ウィメンズパーク」の運営等を行ってい

ます。

なお、「その他」を構成していた連結子会社㈱TMJのテレマーケティング事業については、平成29年10月２日

付で、当社の保有する全株式をセコム㈱（本社：東京都渋谷区）に譲渡いたしました。

（主な関係会社）

㈱ベネッセコーポレーション、㈱ベネッセインフォシェル、㈱直島文化村、㈱ジップ、

㈱ベネッセビジネスメイト、㈱ベネッセ・ベースコム、㈱ベネッセ・インシュアランス・サービス、

Benesse Hong Kong Co., Ltd.

 

なお、当社は特定上場会社等に該当し、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準のうち、上場会社の規模との

対比で定められる数値基準については連結ベースの計数に基づいて判断することとなります。
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事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金

又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
被所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)      

㈱ベネッセコーポレーション
（注４）

岡山市北区 3,000
国内教育カンパニー
海外事業カンパニー
その他

100.0
資金の貸付　10,000百万円
資金の預り　０百万円
役員の兼任　５名

㈱アップ　（注４） 兵庫県西宮市 1,667 国内教育カンパニー 100.0
資金の預り　1,102百万円
役員の兼任　１名

㈱東京個別指導学院　（注５） 東京都新宿区 642 国内教育カンパニー 61.9
資金の預り　300百万円
役員の兼任　なし

㈱ベネッセi-キャリア 東京都新宿区 261 国内教育カンパニー 51.0 役員の兼任　１名

㈱進研アド 大阪市北区 65 国内教育カンパニー 100.0 役員の兼任　なし

㈱プランディット 東京都多摩市 40 国内教育カンパニー 100.0 役員の兼任　なし

㈱ミネルヴァインテリジェンス 東京都渋谷区 11 国内教育カンパニー 100.0

当社から２百万円の教室賃
料に対する保証を行ってお
ります。
資金の貸付　1,391百万円
役員の兼任　なし

㈱ラーンズ 岡山市北区 10 国内教育カンパニー 100.0 役員の兼任　なし

㈱お茶の水ゼミナール 東京都千代田区 10 国内教育カンパニー
100.0
(50.0)

役員の兼任　なし

㈱東京教育研 東京都渋谷区 10 国内教育カンパニー 100.0 役員の兼任　なし

倍楽生商貿(中国)有限公司
（注４）

中国上海市
千人民元

125,000
海外事業カンパニー 100.0 役員の兼任　なし

PT. Benesse Indonesia
インドネシア
ジャカルタ市

百万インドネシ

アルピア

136,700

海外事業カンパニー
100.0
(0.3)

役員の兼任　なし

㈱ベネッセスタイルケア
（注４）

東京都新宿区 100 介護・保育カンパニー 100.0

当社から6,139百万円の受
入入居保証金に対する保
証、及び208百万円のリー
ス債務に対する保証を行っ
ております。
資金の預り　4,491百万円
役員の兼任　２名

㈱ベネッセシニアサポート 東京都新宿区 100 介護・保育カンパニー
100.0
(100.0)

資金の貸付　350百万円
役員の兼任　１名

㈱ベネッセパレット 東京都新宿区 100 介護・保育カンパニー
80.0
(80.0)

資金の貸付　900百万円
役員の兼任　１名

㈱ベネッセMCM 東京都新宿区 80 介護・保育カンパニー
100.0
(100.0)

役員の兼任　１名
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名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
被所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)      

Berlitz Corporation　
（注６）

米国
ニュージャージー州
プリンストン市

千米ドル

1,005
語学カンパニー 100.0 役員の兼任　２名

㈱サイマル・インターナショナル 東京都中央区 40 語学カンパニー 100.0 役員の兼任　１名

㈱ベネッセインフォシェル 岡山市北区 150 その他 70.0
資金の貸付　800百万円
役員の兼任　１名

㈱ベネッセビジネスメイト 東京都多摩市 50 その他
100.0
(4.0)

役員の兼任　なし

㈱直島文化村　（注４） 香川県香川郡直島町 20 その他 100.0 役員の兼任　１名

㈱ベネッセ・ベースコム 岡山市北区 20 その他 100.0 役員の兼任　なし

㈱ベネッセ・インシュアランス・
サービス

岡山市北区 20 その他
94.0
(64.0)

役員の兼任　なし

Benesse Hong Kong Co., Ltd. 中国香港沙田
千香港ドル

3,600
その他 100.0 役員の兼任　なし

その他 14社 ― ― ― ― ―

(持分法適用関連会社)      

Classi㈱ 東京都新宿区 840 国内教育カンパニー 50.0 役員の兼任　１名

㈱ジップ 岡山県瀬戸内市 30 その他 33.3 役員の兼任　なし

その他 ７社 ― ― ― ― ―

 

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　「議決権の所有又は被所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。

３　当社と連結子会社との間で、コーポレートブランド使用等にかかるロイヤリティー契約を締結しておりま

す。

４　特定子会社であります。

５　有価証券報告書を提出しております。

６　Berlitz Corporationは、日本における子会社であるベルリッツ・ジャパン㈱を始め世界各国に子会社を通

じて語学教育事業等を展開しておりますが、全ての子会社はBerlitz Corporationに連結されており、

Berlitz Corporation グループを１社としております。
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７　㈱ベネッセコーポレーション及び㈱ベネッセスタイルケアについては、売上高(連結会社相互間の内部売上

高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。㈱ベネッセコーポレーション及び㈱ベネッ

セスタイルケアの主要な損益情報等は、次のとおりであります。
(平成30年３月31日現在)

 
売上高
(百万円)

経常利益
(百万円)

当期純利益
(百万円)

純資産額
(百万円)

総資産額
(百万円)

㈱ベネッセコーポレーション 176,247 1,906 2,484 42,131 148,741

㈱ベネッセスタイルケア 109,283 3,351 2,158 27,670 157,112
 

８　Berlitz Corporationについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。Berlitz Corporationの主要な損益情報等は、次のとおりであります。なお、

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18

年５月17日）を適用しており、連結決算上必要な修正を行った後の数値であります。
(平成29年12月31日現在)

 
売上高
(百万円)

経常損失
(百万円)

親会社株主に
帰属する
当期純損失
(百万円)

純資産額
(百万円)

総資産額
(百万円)

Berlitz Corporation 53,096 △4,095 △4,466 8,459 32,754
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成30年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

国内教育カンパニー
3,388

[ 581 ]

海外事業カンパニー
2,089
[ 10 ]

介護・保育カンパニー
8,153
[ 233 ]

語学カンパニー
5,700
[ 20 ]

その他
874

[ 161 ]

全社
183

[ 11 ]

合計
20,387

[ 1,016 ]
 

(注)　１　従業員数は就業人員であります。

２　業務執行役員は、従業員数に含めておりません。　

３　[　]内は臨時従業員の平均雇用人員数であり、外書きであります。

４　全社として記載している従業員数は、報告セグメントに帰属しない持株会社としての当社業務に主として

　　従事する従業員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成30年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

75[ 10] 44.7 14.5 9,039
 

 

セグメントの名称 従業員数（名）

全社
75

[ 10]

合計
75

[ 10]
 

(注) １　当社の従業員は、主として㈱ベネッセコーポレーションからの出向者であり、従業員数は当社業務のみに従

事する専属出向者数を記載しております。なお、これ以外に、兼務出向者として「過半は当社業務に従事す

る兼務出向者」109名及び「その他兼務出向者」121名の計230名が在籍しております。

２　[　]内は臨時従業員の平均雇用人員数であり、外書きであります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループにおいて労働組合が組成されているのは、在外子会社であるBerlitz Corporationのみであります。

同社の従業員のうち、一部の地域(フランス・オーストリア・ドイツ・イタリア・日本・韓国)で労働組合が組成さ

れておりますが、安定的な労使関係の構築に努めており、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　　　(1) 会社の経営の基本方針

当社グループは、「『人』を軸として、赤ちゃんからお年寄りまで、お客さま一人ひとりに寄り添い、地域に根

差し、お客さまの『よく生きる』を一生を通じて支援する」 という企業理念のもと、「自分や自分の家族がして

もらいたいサービスを事業化する」「赤ちゃんからお年寄りまで生涯にわたって、一人ひとりの課題解決や向上意

欲を応援する」「年をとればとるほど、生きる意味を深く味わい幸せになるサービスを提供する」ことを通じて、

企業価値の向上と、株主の皆様をはじめとする、すべてのステークホルダーへの貢献を追求しています。

 
　(2) 目標とする経営指標

当社グループは、平成29年11月に、平成30年度（平成31年３月期）を初年度とする５ヵ年の中期経営計画（「変

革と成長 Benesse2022」）を発表し、平成32年度（平成33年３月期）には、以下の数値目標の達成を目指していま

す。

　

 平成32年度目標

売上高 5,000億円

営業利益 350億円

営業利益率 ７％

ROE 10％以上
 

 
また、最終年度である平成34年度（平成35年３月期）の数値目標は、高品質・高付加価値サービスを提供する高

収益企業として、売上高6,000億円、営業利益600億円、営業利益率10%を目安とし、更なる成長を目指していま

す。当期の業績を踏まえて、上記中期経営計画の達成に向けてグループ一丸となり、邁進して参ります。

 

　(3) 中長期的な会社の経営戦略

「変革と成長 Benesse2022」では、国内の少子高齢化や、教育・入試改革、学びの多様化等外部環境が変化する

中、「変革と成長」をスローガンに経営の強化を図り、またM&Aも積極的に活用した既存事業の成長と新たな事業

領域の拡大により、更なる成長を目指しています。

具体的には、以下の４つの戦略テーマを推進いたします。

 

１．教育・入試改革を機会点とした国内教育事業の更なる成長

   ・学校事業における「進研模試」や英語４技能検定「GTEC」等を通じた教育・入試改革への迅速な対応

   ・学校、通信教育、教室事業を有する当社の総合力を発揮した国内教育事業全体としての競争優位性の構築

   ・「進研ゼミ」における平成32年４月の300万人在籍の実現

 

２．競争力のあるブランドのグローバル展開

　　・「こどもちゃれんじ」における商品・マーケティング施策のグローバル連携の強化

　　・Berlitz Corporationの新CEOの強力なリーダーシップによる事業構造改革
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３．介護・保育事業の安定成長

　　・高品質を維持した地域ドミナント戦略の深耕

　　・年間10ホーム程度の新規ホームの開設

 

４．M&Aを活用した新たな成長戦略の推進

　　・既存事業の競争力の強化

　　・教育・介護以外の「第３の柱」の創出

 

当社グループは、資本政策を経営の重要課題と位置付けています。配当については「配当性向35％以上」を目

途としています。平成29年度の実績は１株当たり年間配当額95円です。また、自己株式については、平成30年３

月末時点で615万株、213億５千８百万円の自己株式を保有しており、今後も必要に応じて取得する考えです。な

お、自己株式は、発行済株式総数の５％程度を目安に保有し、それを超過する部分は原則として毎期消却する方

針です。

キャッシュ・フローを重視した経営を行い、財務体質の健全性の維持に努めると同時に、今後の成長が見込め

る分野でのM&Aを積極的に実施します。また、研究開発や事業基盤の強化のための投資も効果的に行い、中長期的

な成長を目指します。

 
 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日平成30年６月25日時点において判断したものであり

ます。
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２ 【事業等のリスク】

当社グループの事業等に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主

な事項を記載しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び

万一発生した場合でも業績及び財務状況に与える影響を最小限にすべく、具体的施策を検討、実施しております。

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日平成30年６月25日時点において判断したものであります。

　

(1) 情報セキュリティ・情報システムのトラブル

当社グループでは、商品・サービスの提供や営業活動に必要となる顧客及び潜在顧客の氏名・性別・生年月日・住

所・電話番号等の個人情報、その他業務上に必要となる各種情報について情報システム上で管理を行っております。

　

　また、専用タブレット端末等のデジタルデバイスを利用した教育サービス、インターネットを利用した語学教育

サービス等を提供しております。

これらの情報システムの管理にあたっては、セキュリティ対策に力を入れ、サイバーアタック等の外部からの不正

アクセスによる漏えいの防止、及び内部者による漏えいの防止の徹底を図り、情報のバックアップや適切なサーバの

管理等による情報システムの安定稼働の確保に必要な措置を講じております。

　平成26年に当社グループにおいて発覚した個人情報の漏えい事故に対しては、徹底した事実調査・原因究明を実施

し、全力で被害拡散防止に努めるとともに、漏えい防止対策を実施し、その後も改善を継続しています。

しかしながら、新たな漏えい事故が発生した場合には、信用やブランド価値が毀損され、当社グループの業績及び

財務状況に影響を与える可能性があります。

　

(2) 基幹事業に対する影響

当社グループの基幹事業である国内教育事業では、幼児から高校生を対象とした「進研ゼミ」「こどもちゃれん

じ」等平成30年４月時点で257万人の会員を有する会員制の通信教育事業や、学校向け教育事業、学習塾・英語教室事

業等を展開しております。

　国内における教育制度においては、新しい幼稚園教育要領・保育所保育指針の施行、2020年に小学校からスタート

する新学習指導要領への移行措置、大学入試改革に向けた試行等、初等中等教育から高等教育に至る戦後最大ともい

える改革が進んでおり、学校教育は2020年に向けて大きな変革の只中にあります。当社グループは、これらの変化を

機会点ととらえ、教育制度改革に関する情報収集を継続して行うとともに、顧客の意識やニーズの変化に対応した、

通信教育事業及び学習塾・英語教室事業サービスの強化と学校向け教育サービスの一層の充実等により、シェア拡大

を目指します。また、高い成長率が見込める中国等東アジア、及び東南アジアにおいても教育事業の一層の拡大を目

指します。さらに当社としては人口動態の変化を踏まえて、高齢者向けホーム及び住宅の運営事業を中心とした介

護・保育事業も拡大していきます。

しかしながら、教育制度改革にともなう環境が国内教育事業における対応を上回る規模で急激に変化した場合、あ

るいは、今後、異業種の参入による価格破壊等で、競争環境に著しく変化があった場合は、当社グループの業績及び

財務状況に影響を与える可能性があります。

　

(3) 介護保険

 当社グループの介護事業は、特定施設の運営を主たる事業としております。「高齢者の住まい」は大手資本・異業

種からの参入、建設費用の高騰、用地不足等により競争が激化しており、また介護人材不足の問題もますます重要度

が高まっています。国の社会保障財政が逼迫するなか、介護保険財政も当然厳しい状況が継続すると予測されます

が、当社グループでは従来から介護保険収入への依存度が低いビジネスモデルを構築しており、また人材派遣・紹

介、介護相談、高齢者向け配食サービス等の周辺事業も立ち上げ、拡大する等、制度変更の影響を受けにくい事業展

開を推進しています。

 しかしながら、2018年度介護保険報酬改定は若干のプラス改定となったものの、今後、関連する法律及び介護保険

報酬が、当社グループの事業にとってマイナス方向に改定された場合、業績及び財務状況に影響を与える可能性があ

ります。

EDINET提出書類

株式会社ベネッセホールディングス(E04939)

有価証券報告書

 14/116



 

(4) 自然災害

当社グループにおいては、地震等の大災害発生に備え、グループ各社の被災状況の情報集約体制の構築、国内教育

事業の情報システム・物流拠点の強化等の事業継続のための施策を講じております。

しかしながら、大災害が発生した場合、被災地域における営業活動の停止、当社グループの施設等の損壊、交通、

通信、物流といった社会インフラの混乱、委託先の被災等により、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える

可能性があります。また、各事業会社の本部機能の東京への集中度が高いため、東京が被災した場合、当社グループ

の事業に影響を与える可能性があります。

　

(5) 減損会計

当社及びグループ各社の収益性が著しく低下した場合には、当社及びグループ各社の保有する土地・建物・のれん

等について減損損失の計上が必要となることも考えられ、その場合は、当社グループの業績及び財務状況に影響を与

える可能性があります。

　

(6) 海外調達・海外事業　

当社グループは、主に中国において、教具・玩具の生産管理及び調達を行っております。また、Berlitz

Corporationは、世界70以上の国と地域に480以上の教室を有しております。さらに、当社グループは、中国等東アジ

アにおいて主に幼児向け教育事業を展開しており、平成30年４月時点において中国で115万人、台湾で12万人の会員を

有しております。当社では東アジアを中心とした法制度の改正や行政の動向等に係る情報収集、当社グループの関与

する紛争の状況把握等を行い、また、為替変動リスクのヘッジ、調達先の新規の開拓等を行い、リスクの低減に努め

ておりますが、これらの国・地域において、大災害、文化的・宗教的な摩擦、政治的・経済的な不安定要因、及び法

律・規制の新設・変更等が発生・顕在化することにより、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性が

あります。

　

(7) 物流

当社グループの「進研ゼミ」「こどもちゃれんじ」の教材製作・配送及びダイレクトメール製作・配送に、郵便等

の外部委託先を利用しております。当社グループでは、教材のデジタル化推進やダイレクトメール以外のマーケティ

ング手法の開拓に努めておりますが、製作・物流コストの上昇により、当社グループの業績及び財務状況に影響を与

える可能性があります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要並びに経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日平成30年６月25日時点において判断したものであり、

予測し得ない経済状況の変化等様々な要因があるため、その結果について、当社グループが保証するものではあり

ません。

 
(1) 経営成績

＜事業環境＞

主力の国内教育カンパニーでは、平成32年度からの新大学入試制度実施や次期学習指導要領施行を控え、英語４

技能（「聞く、読む、話す、書く」）の重視や、小学校における英語学習の早期化、プログラミング教育の必修化

等に対する保護者の関心が高まっています。また、ICT(情報通信技術)の進歩に伴い、パソコンやスマートフォン、

タブレット等を活用したデジタル学習が急速に広がっており、既存の教育市場に新規参入の企業も加わり、競争が

激化しています。

海外事業カンパニーでは、中国において、平成28年１月に「人口及び計画出産法」が改正施行され、人口抑制策

である「一人っ子政策」が廃止されました。これにより、中国での出生数の増加が期待されています。

介護・保育カンパニーでは、高齢化の進行に伴い、引き続き介護サービスへのニーズが拡大しています。一方で

全産業の有効求人倍率は上昇傾向にあり、人材確保が業界全体の課題となっています。

語学カンパニーでは、ICT等を活用した商品・サービスの普及により語学サービスの多様化が進み、競争が激化し

ています。また、留学や海外経験がキャリアに大きな影響を与えるようになってきたことに加え、主に新興国の経

済成長に伴い、海外に学びの場やキャリアを求める学生が増えたことにより、世界的に留学者数が増加していま

す。

　

＜当期の業績＞

　当期の連結業績は、前期比増収増益となりました。

　売上高は、4,344億９千７百万円と、前期比1.0％の増収となりました。

　増収の主な要因は、語学カンパニーにおいて、サウジアラビアからの留学生の減少によるBerlitz Corporationの

ELS事業（留学支援事業）の減収等があったものの、国内教育カンパニーにおいて、「進研ゼミ」「こどもちゃれん

じ」の延べ在籍数が増加したこと、及び大学向け留学支援事業や学習塾事業が伸長したこと、並びに介護・保育カ

ンパニーにおいて、高齢者向けホーム及び住宅数を拡大し入居者数が増加したことです。

　営業利益は、語学カンパニーにおいて減収等による減益、海外事業カンパニーにおいて販売拠点拡大によるコス

ト増等による減益があったものの、国内教育カンパニーにおける増収による増益、及び「進研ゼミ」のコスト削減

等により、126億２千６百万円と、前期比64.3％の増益となりました。　

 経常利益は、92億５千３百万円と、前期比66.9％の増益となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益は、経常利益の増益に加え、㈱TMJの株式譲渡による子会社株式売却益126億８

千１百万円を計上したこと等により123億９千７百万円と、前期比248.5％の増益となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社ベネッセホールディングス(E04939)

有価証券報告書

 16/116



 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

[国内教育カンパニー]

国内教育カンパニーの売上高は、2,054億８千３百万円と、前期比5.6％の増収となりました。

 増収の主な要因は、「進研ゼミ」「こどもちゃれんじ」の延べ在籍数が増加したこと、大学向け留学支援事業の

伸長、及び㈱東京教育研、㈱東京個別指導学院の生徒数が増加したこと、並びに㈱東京教育研、㈱お茶の水ゼミ

ナールにおける決算日変更による影響です。

　営業利益は、増収による増益、及び「進研ゼミ」のコスト削減等により、99億５千８百万円と、前期比495.7％の

増益となりました。

 なお、平成30年４月の国内通信教育講座「進研ゼミ」「こどもちゃれんじ」の会員数は257万人と、前年同月比12

万人の増加となりました。

　

[海外事業カンパニー]

海外事業カンパニーの売上高は、291億５千万円と、前期比3.8％の増収となりました。

　増収の主な要因は、円高による為替換算時のマイナス影響があったものの、中国での通信教育講座の延べ在籍数

が増加したことです。

　営業利益は、増収による増益があったものの、販売拠点拡大等によるコスト増、及び円高による為替換算時のマ

イナス影響等により、21億２百万円と、前期比33.0％の減益となりました。

なお、平成30年４月の中国及び台湾における海外通信教育講座の会員数は127万人と、前年同月比５万人の増加と

なりました。（ライセンス契約に基づく韓国での幼児向け通信教育講座の会員数は含みません。）

　

[介護・保育カンパニー]

　介護・保育カンパニーの売上高は、1,118億９千７百万円と、前期比8.5％の増収となりました。

　増収の主な要因は、高齢者向けホーム及び住宅数を前期比８ホーム拡大し、入居者数が順調に増加したことで

す。

　営業利益は、処遇改善によるコスト増等があったものの、増収による増益により、88億５千万円と、前期比8.1％

の増益となりました。

　

[語学カンパニー]

　語学カンパニーの売上高は、589億３千４百万円と、前期比4.6％の減収となりました。

　減収の主な要因は、円安による為替換算時のプラス影響があったものの、サウジアラビアからの留学生の減少等

によるBerlitz CorporationのELS事業の減収、及び欧州と米州において語学レッスン数が減少したことです。

　利益面は、減収による減益等により、37億７千９百万円の営業損失（前期は４億７千９百万円の営業損失）とな

りました。

 
[その他]

その他の売上高は、平成29年10月2日付で、㈱TMJについて当社の保有する全株式をセコム㈱に譲渡したこと等に

より、549億７千５百万円と、前期比24.1％の減収となりました。

　営業利益は、減収による減益、及び出版事業の費用増等により、８億７千万円と、前期比56.4％の減益となりま

した。

 

(注)１. 上記「セグメントの業績」に記載している売上高は、「セグメント間の内部売上高又は振替高」を含んだ金

額を記載しております。

２．消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、「(1) 経営成績」に記載した金額には消費税等は

含まれておりません。
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(販売実績)

　

セグメントの名称
販売高(百万円) 前期比

(％)前期 当期

国内教育カンパニー    

　　高校講座事業 11,930 12,113 101.5

　　中学講座事業 21,544 24,106 111.9

　　小学講座事業 47,895 48,361 101.0

　　こどもちゃれんじ事業 16,757 16,942 101.1

学校向け教育事業 47,152 50,051 106.1

　　その他 49,125 53,584 109.1

小計 194,406 205,160 105.5

海外事業カンパニー 28,046 29,089 103.7

介護・保育カンパニー 102,996 111,812 108.6

語学カンパニー 60,282 57,132 94.8

その他（注２） 44,331 31,301 70.6

合計 430,064 434,497 101.0
 

 （注）１．第１四半期連結会計期間から、一部の連結子会社は決算日を変更しております。詳細につきましては、「第

一部　第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（セグメント情報等）」をご参照ください。

　　  ２．「その他」を構成していた連結子会社㈱TMJのテレマーケティング事業については、当社の保有する全株式を

平成29年10月２日付で譲渡したことに伴い、当連結会計年度においては、同社及びその子会社５社の業績は第

２四半期連結会計期間の末日まで計上しております。

　　　 ３．「セグメント間の内部売上高又は振替高」は含んでおりません。

 

(国内教育カンパニーにおける進研ゼミ事業の概要)

進研ゼミは、幼児から大学受験者までを対象とした通信教育講座であり、通信添削を中心として毎月継続的に行う

家庭学習システムであります。各講座の延べ在籍数は次のとおりであります。

 

講座

延べ在籍数(千人)
(４月～３月累計) 前期比

(％)
前期 当期

高校講座 1,476 1,503 101.8

中学講座 3,855 4,194 108.8

小学講座 12,768 12,864 100.8

こどもちゃれんじ 9,047 9,138 101.0

合計 27,147 27,700 102.0
 

 

EDINET提出書類

株式会社ベネッセホールディングス(E04939)

有価証券報告書

 18/116



 

(介護・保育カンパニーにおける高齢者向けホーム及び住宅数)

 

シリーズ

高齢者向けホーム及び住宅数（ヵ所）
（３月末日） 増減数

（ヵ所）
前期 当期

アリア 22 23 1

くらら 42 41 △1

グラニー＆グランダ 130 134 4

まどか 57 57 ―

ボンセジュール 43 45 2

ここち 12 14 2

リレ 2 2 ―

合計 308 316 8
 

 

(語学カンパニーにおけるBer1itz Corporationの語学レッスン数)

 

地域

語学レッスン数(千レッスン)
(１月～12月累計) 前期比

（％）
前期 当期

アメリカズ（米州） 1,569 1,460 93.1

ヨーロッパ 3,081 3,041 98.7

アジア 1,581 1,537 97.2

合計 6,232 6,039 96.9
 

（注）語学レッスン数は、直営センターにおける数値を示しております。
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(2) 財政状態

（資産）

当連結会計年度末の総資産は、4,966億７百万円と、前期比3.1％、147億３百万円増加しました。

流動資産は、2,701億７千２百万円と、前期比7.7％、193億８千４百万円増加しました。この増加は、主に現金及

び預金の増加によるものです。

有形固定資産は、1,393億９千５百万円と、前期比2.3％、31億６千３百万円増加しました。この増加は、主に

リース資産の増加によるものです。

無形固定資産は、367億６百万円と、前期比16.4％、72億１千１百万円減少しました。この減少は、主にソフトウ

エアの減少によるものです。

投資その他の資産は、503億３千２百万円と、前期比1.2％、６億３千４百万円減少しました。この減少は、主に

長期貸付金の減少によるものです。

　

セグメントごとの資産を示すと、次のとおりであります。

　

[国内教育カンパニー]

国内教育カンパニーの資産は、1,782億２千８百万円と、前期比4.7％、80億１千１百万円増加しました。この増

加は、主に商品及び製品並びに現金及び預金の増加によるものです。　

 
[海外事業カンパニー]

海外事業カンパニーの資産は、277億７千１百万円と、前期比9.2％、23億４千５百万円増加しました。この増加

は、主に現金及び預金の増加によるものです。

　

[介護・保育カンパニー]

　介護・保育カンパニーの資産は、1,627億５千８百万円と、前期比6.6％、100億４千３百万円増加しました。この

増加は、主にリース資産並びに現金及び預金の増加によるものです。

　

[語学カンパニー]

　語学カンパニーの資産は、350億８千５百万円と前期比12.5％、50億４百万円減少しました。この減少は、主に現

金及び預金の減少によるものです。

 
[その他]

その他の資産は、204億６千８百万円と前期比38.0％、125億３千２百万円減少しました。この減少は、主に㈱TMJ

について保有する全株式をセコム㈱に譲渡したことによるものです。

 
（負債）

当連結会計年度末の総負債は、3,214億８千４百万円と、前期比4.8％、147億４千６百万円増加しました。

流動負債は、1,615億８千６百万円と、前期比9.4％、139億２千１百万円増加しました。この増加は、主に前受金

及び１年内返済予定の長期借入金の増加によるものです。

固定負債は、1,598億９千８百万円と、前期比0.5％、８億２千４百万円増加しました。この増加は、長期借入金

の減少があったものの、リース債務が増加したこと等によるものです。

　

（純資産）

当連結会計年度末の純資産は、1,751億２千２百万円と、前期比４千３百万円減少しました。この減少は、親会社

株主に帰属する当期純利益の計上があったものの、剰余金の配当及び㈱TMJについて当社の保有する全株式をセコム

㈱に譲渡したことによる非支配株主持分の減少があったこと等によるものです。
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(3) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、財務活動による資金の支出125億１千

２百万円があったものの、営業活動による資金の獲得264億４千９百万円、投資活動による資金の支出55億３百万円

等により、193億３百万円増加し、1,383億４百万円（前期比16.2％増）となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりです。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

子会社株式売却益の計上126億８千１百万円、法人税等の支払額84億３千７百万円等があったものの、税金等調整

前当期純利益207億５千５百万円、非資金費用である減価償却費201億２千１百万円等により、営業活動による

キャッシュ・フローは、264億４千９百万円の資金の獲得となりました。

また、前連結会計年度と比較して資金の獲得が12億１千２百万円増加（前期比4.8％収入増）しておりますが、主

に、当連結会計年度において、子会社株式売却益の計上126億８千１百万円があったものの、税金等調整前当期純利

益が119億５千５百万円の増益、前受金の増減額が41億５千９百万円の収入増となったことによるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有形固定資産の取得による支出61億９千７百万円等があったものの、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却

による収入が129億９百万円あったこと等により、投資活動によるキャッシュ・フローは55億３百万円の収入となり

ました。

また、前連結会計年度と比較して資金の獲得が、59億３千９百万円増加（前連結会計年度は４億３千６百万円の

支出）しておりますが、主に、有形固定資産の売却による収入が71億９千万円の収入減となったものの、連結範囲

の変更を伴う子会社株式の売却による収入が129億９百万円あったことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

配当金の支払額91億５千万円、リース債務の返済による支出22億２千２百万円等により、財務活動によるキャッ

シュ・フローは125億１千２百万円の資金の支出となりました。

また、前連結会計年度と比較して資金の支出が５億１千８百万円増加（前期比4.3％支出増）しておりますが、主

に、非支配株主への配当金の支払額が８億４千万円増加したことによるものです。

 

 （4）生産、受注及び販売の状況

当社グループは、主として個人を対象とした業務を行っておりますので、生産能力として表示すべき適当な指標

はありません。これに代えて、売上高及びグループ規模と比較的関連性が強いと認められる国内教育カンパニーに

おける進研ゼミ会員の延べ在籍数、介護・保育カンパニーにおける高齢者向けホーム及び住宅数、並びに語学カン

パニーにおけるBerlitz Corporationの語学レッスン数を「(1)経営成績」に販売実績と合わせて記載しておりま

す。

　

 （5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度末のキャッシュ・フローの状況につきましては、「(3)キャッシュ・フロー」をご参照ください。

　また、今後の中長期的な成長に向けて、M&Aや研究開発、事業基盤強化のための投資等を推進していきたいと考え

ております。特にM&Aは、今後の成長が見込める分野で積極的に実施したいと考えております。

　これらの資金需要につきましては、自己資金のほか、金融機関からの借入等外部資金の活用も含め、最適な方法

による資金調達にて対応する予定です。
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４ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成29年９月１日開催の取締役会において、当社の連結子会社である㈱TMJ（本社：東京都新宿区）につい

て、当社の保有する全株式をセコム㈱（本社：東京都渋谷区）に譲渡することを決議し、同日付で同社との間で株式

譲渡契約を締結いたしました。

なお、平成29年10月２日付で、同社との間で株式の譲渡を実行しております。

詳細につきましては「第一部　第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（企業結合等関係）」をご参照

ください。

 

５ 【研究開発活動】

当期における当社グループ全体の研究開発費は10億３千５百万円であり、研究開発は、主として連結子会社㈱ベ

ネッセコーポレーションが行っております。

　セグメント別の研究開発活動を示すと、次のとおりであります。

　

［国内教育カンパニー］

「進研ゼミ」事業において、各種の事業調査、顧客へのアンケート調査、教材の研究等を行い、８億２百万円と

なっております。

［海外事業カンパニー］

各種の事業調査等を行い、１千１百万円となっております。

［介護・保育カンパニー］

各種の事業調査等を行い、１千１百万円となっております。

［その他］

マーケティングに関する調査、各種の事業調査等を行い、４千８百万円となっております。

［全社］

各種の事業調査等を行い、１億６千１百万円となっております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当期における当社グループ全体の設備投資（有形固定資産のほか、無形固定資産、介護・保育カンパニーの高齢者

向けホーム及び住宅展開に関わる敷金・保証金等を含む）は、201億４千５百万円です。

設備投資における基本戦略は、中長期的な成長に向け継続して投資を行うことです。また、基盤投資においては顧

客基盤システムや物流体制のさらなる強化を図っています。

　

　[国内教育カンパニー]

顧客向けサービス提供用システム等を中心に78億４千８百万円の設備投資を行いました。

　[海外事業カンパニー]

中国事業拡大に伴う基盤環境構築等を中心に４億２千１百万円の設備投資を行いました。

　[介護・保育カンパニー]

高齢者向けホームにおけるリース資産の取得等を中心に102億７千６百万円の設備投資を行いました。

　[語学カンパニー]

語学教室等を中心に９億１百万円の設備投資を行いました。

　[その他]

基盤環境構築等を中心に７億１千８百万円の設備投資を行いました。

　[全社]

施設の改修等を中心に２億５千９百万円の設備投資を行いました。

 

(注) 　上記セグメント別の設備投資の金額は、「セグメント間の内部売上高又は振替高」を含んだ金額を記載してお

ります。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　平成30年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

土地
建物
(百万円)

美術工芸品
(百万円)

その他
有形
固定資産
(百万円)

ソフト
ウエア
(百万円)

合計
(百万円)面積

(㎡)
金額
(百万円)

直島
(香川県香川郡
 直島町）

全社
その他設備
等

1,710,153 1,036 1,987 3,901 634 11 7,571 -

 

(注)１　 上記の金額には消費税等を含んでおりません。

２　 従業員数について、㈱ベネッセコーポレーションからの兼務出向者が４名おります。

 

(2) 国内子会社

 平成30年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

土地 建物
及び
構築物
(百万円)

リース
資産
(百万円)

その他
有形
固定資産
(百万円)

ソフト

ウエア

(百万円)

その他

(百万円)

合計
(百万円)面積

(㎡)
金額
(百万円)

㈱ベネッセ
コーポレー
ション

岡山本社

(岡山市

北区)

国内教育
カンパニー

その他設
備等

8,993 5,070 1,837 77 32 - - 7,018 154

高柳情報

センター

(岡山市

北区)

国内教育

カンパニー

その他

電算処理
設備

23,863 1,918

※２

1,192 - 3 20,971 - 24,085
-

 -

東京本部

(東京都

多摩市)

国内教育

カンパニー

その他

その他設
備等

6,084 13,084

※３

4,097 33 1,412 - - 18,628
1,461

146

㈱ベネッセ
スタイルケ
ア

―
介護・保育カ
ンパニー

高齢者向け
ホーム及び
住宅
(316ヵ所)

25,941
(1,428)

※４
 8,086
(125)

11,045 64,557 621 - 16,003 100,314 6,790

 

(注) ※１　帳簿価額のうち「その他」は、ソフトウエア以外の無形固定資産、敷金及び保証金等の合計であります。

なお、金額には消費税等を含んでおりません。

※２　高柳情報センターの建物のうち、603百万円は㈱ジップ等２社へ賃貸しております。

※３　東京本部の建物の一部を賃借しており、賃借料は325百万円であります。

※４　帳簿価額の( )内は提出会社が保有している土地であり、外書きであります。
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(3) 在外子会社

 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

土地 建物
及び
構築物
(百万円)

リース
資産
(百万円)

その他
有形固定
資産
(百万円)

ソフト
ウエア
(百万円)

その他
無形固定
資産
(百万円)

合計
(百万円)面積

(㎡)
金額
(百万円)

Berlitz 
Corporation ―

語 学 カ ン パ
ニー

そ の 他
設備等

4,074 39 2,002 52 1,030 2,114 862 6,102 5,501

 

(注) １　上記設備は、アメリカ、ヨーロッパ等世界各国にあるBerlitz Corporationが所有している設備の合計額で

あり、帳簿価額は平成29年12月31日(同社直近決算日)のものであります。

Berlitz Corporationの主要な設備は賃借によっており、当期の賃借料は5,216百万円(46百万米ドル)であり

ます。

２　Berlitz Corporationの地域別、所有形態別施設数は次のとおりであります。

 

地域 自社所有(ヵ所) 賃借(ヵ所) 合計(ヵ所)

アメリカズ（米州） 5 162 167

ヨーロッパ 5 148 153

アジア ― 93 93

合計 10 403 413
 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

特記事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ベネッセホールディングス(E04939)

有価証券報告書

 25/116



第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 405,282,040

計 405,282,040
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成30年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 102,464,061 102,464,061
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数100株

計 102,464,061 102,464,061 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストック・オプション制度の内容】

 

決議年月日 平成27年７月31日 平成28年９月９日

付与対象者の区分及び人
数

当社取締役（社外取締役及び非常勤取締役

を除く）　　　　　　　　　　　　　３名

当社従業員（執行役員を含む）　　 17名

当社取締役（社外取締役及び非常勤取締役

を除く）　　　　　　　　　　　　　３名

新株予約権の数（個） ※ 　2,079（注）１ 975（注）１

新株予約権の目的となる株

式の種類　※
普通株式（注）１ 普通株式（注）１

新株予約権の目的となる株

式の数（株）　※
207,900（注）１ 97,500（注）１

新株予約権の行使時の払込

金額（円）　※
1株当たり　3,513 （注）２ 1株当たり　2,639 （注）２

新株予約権の行使期間

※

自　平成29年８月４日

至　平成34年８月３日

自　平成30年９月13日

至　平成35年９月12日

新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

（円）　※

発行価格　　3,513

資本組入額　1,757

発行価格　　2,639

資本組入額　1,320

新株予約権の行使の条件

※
（注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する

事項　※

新株予約権を譲渡するときは、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。

新株予約権を譲渡するときは、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株

予約権の交付に関する事

項　※

（注）４ （注）４

 

　※　当事業年度の末日（平成30年３月31日）における内容を記載しております。なお、提出日の前月末（平成30年５

　　　月31日）現在において、これらの事項に変更はありません。

（注）１　各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。

ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が普通株式につき、株式分割

（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、

次の算式により付与株式数を調整するものとする。

なお、この調整は新株予約権のうち、当該時点で権利を行使されていない新株予約権にかかる付与株式数に

ついてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

 　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効

力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少し

て資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われ

る場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数

は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。

また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じ

て付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行

うことができる。

２　割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの行使価額を調整し、調整

の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割・株式併合の比率
 

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式を処分する場合（ただし、当社普通株式の交付と

引換えに当社に取得される証券若しくは当社に対して取得を請求できる証券、当社普通株式の交付を請求で

きる新株予約権の行使によるものは除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数は切り上げる。
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調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行
普通株式数

×
１株当たり
払込金額

新規発行前の普通株式の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行普通株式数
 

　なお、上記の算式において「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また自己株式の処分を行う場合には、「新規発行普通株式数」を

「処分する自己株式数」に、「新規発行前の普通株式の株価」を「処分前普通株式の株価」に、それぞれ読

み替えるものとする。また、上記のほか、当社が資本の減少、合併又は会社分割等、行使価額の調整を必要

とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社取締役会において合理的な範囲で必要と認める行使

価額の調整を行うことができるものとする。

３　新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

①新株予約権者は、新株予約権の権利行使の時点において、当社又は当社子会社の取締役、監査役、執行役

員、従業員のいずれかの地位にある場合に限り、新株予約権を行使することができる。ただし、当社若しく

は当社子会社の取締役、監査役、執行役員の任期満了による退任、又は当社若しくは当社子会社の従業員の

定年による退職、その他正当な事由があると当社取締役会が認めた場合はこの限りではない。

②その他の条件については、当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

４　組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は次のとおりであります。

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につ

き株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再

編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対

象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交

換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、前記「新株予約権の行使時の払込金額」

で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後行使価額に上記③に

従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の

効力発生日のうちいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使すること

ができる期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

残存新株予約権について定められた当該事項に準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧新株予約権の行使の条件

前記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

⑨新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

　

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年８月18日
（注）

10,608 102,464,061 23 13,623 23 29,382
 

　（注）譲渡制限付株式報酬の付与を目的とした新株式の有償発行によるものです。

　　　　発行価格　　4,490円

　　　　資本組入額　2,245円

　　　　割当先　　　社外取締役を除く取締役５名

 
(5) 【所有者別状況】

平成30年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

- 52 32 208 496 26 35,992 36,806 －

所有株式数
(単元)

- 297,838 9,934 113,060 360,114 58 242,359 1,023,363 127,761

所有株式数
の割合(％)

- 29.10 0.97 11.05 35.19 0.01 23.68 100.00 －
 

(注) １　自己株式6,156,103株は「個人その他」に61,561単元、「単元未満株式の状況」に3株含まれております。

２　証券保管振替機構名義の株式4,100株が、「その他の法人」に41単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町二丁目11番３号 11,804 12.25

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海一丁目８番11号 10,311 10.70

efu Investment Limited
(常任代理人　下妻　道郎）

8/143 Quay Street Auckland 1010 NZ
(岡山市北区南方三丁目10番36号）

7,858 8.15

(公財)福武財団 香川県香川郡直島町3449番地１ 6,408 6.65

JP MORGAN CHASE BANK
（常任代理人　㈱みずほ銀行）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,
E14 5JP, UNITED KINGDOM
(東京都港区港南二丁目15番１号）

3,288 3.41

㈱中国銀行 岡山市北区丸の内一丁目15番20号 2,787 2.89

STATE STREET BANK WEST CLIENT
(常任代理人　㈱みずほ銀行）

1776　HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY, MA
02171.U.S.A.
（東京都港区港南二丁目15番１号）

2,343 2.43

㈱南方ホールディングス 岡山市北区南方三丁目10番36号 1,836 1.90

福武　信子 岡山市北区 1,769 1.83

みずほ信託銀行㈱ 東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,600 1.66

計 ― 50,007 51.92
 

(注)１　日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式数は、福武英明氏が代表を務める資産管理及び投資活動目的の

法人であるefu Investment Limitedが信託財産として拠出している株式6,809千株(7.07％）を含み、委託さ

れた信託財産の議決権行使に関する指図者はefu Investment Limitedであります。

２　上記のほか、当社所有の自己株式6,156千株があります。

３　ティー・ロウ・プライス・インターナショナル・リミテッド及びその共同保有者であるティー・ロウ・プラ

イス・アソシエイツ，インクから平成29年６月19日付で関東財務局に提出された変更報告書により、平成29

年６月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として平成30年３月31日現

在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、変更報告書の内容は以下の通りであります。

 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

ティー・ロウ・プライス・イン
ターナショナル・リミテッド

英国　ロンドン市、EC4NTZ、クィーン
ヴィクトリア・ストリート60

3,825 3.73

ティー・ロウ・プライス・アソシ
エイツ，インク

米国　メリーランド州、20202、ボルチモ
ア、イースト・プラット・ストリート100

621 0.61
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― 単元株式数100株

6,156,100

完全議決権株式(その他)
普通株式

961,802 同上
96,180,200

単元未満株式
普通株式

― １単元（100株）未満の株式
127,761

発行済株式総数 102,464,061 ― ―

総株主の議決権 ― 961,802 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,100株(議決権41個)含まれており

ます。

２　「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式3株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
岡山市北区南方三丁目７番
17号

6,156,100 ― 6,156,100 6.01
㈱ベネッセホールディングス

計 ― 6,156,100 ― 6,156,100 6.01
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。　　

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 500 2,027

当期間における取得自己株式 140 571
 

(注）当期間における取得自己株式には、平成30年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

 買取りによる株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(新株予約権の権利行使)

109,600 380,248 ― ―

その他
(単元未満株式の買増請求
による売渡)

80 277 ― ―

保有自己株式数 6,156,103 ― 6,156,243 ―
 

(注）当期間における取得自己株式の処理状況には、平成30年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元

 未満株式の買取り及び買増請求による売渡による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】　

当社は、株主の皆様への利益配分の方針として、当面は35％以上の配当性向を目途に安定的・継続的な利益還元に

努めていく所存であります。そのうえで、今後の事業動向、当面の資金需要等を総合的に勘案しつつ、株主の皆様へ

の利益還元をできるだけ行いたいと考えております。

　また、内部留保につきましては、M&Aや研究開発、事業基盤強化のための投資等、中長期的な成長に向けた事業投資

に活用したいと考えています。特にM&Aは、今後の成長が見込める分野で積極的に実施したいと考えています。

　当社の剰余金の配当は、中間及び期末配当の年２回を基本方針としております。なお、当社は定款において「剰余

金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議

によらず取締役会の決議をもって定める」旨を定めておりますので、これらの配当の決定機関は、いずれも取締役会

であります。

　この方針のもと、当期の期末配当金は中間配当と同額の１株につき47円50銭を実施いたしましたので、年間の利益

配当金は前期と同額の１株につき95円となります。これにより、配当性向（連結）は73.8％、純資産配当率（連結）

は5.4％となります。

 

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、次のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成29年11月６日
4,574 47.50

取締役会決議

平成30年５月10日
4,574 47.50

取締役会決議
 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高(円) 4,315 4,475 3,810 3,710 4,540

最低(円) 3,350 3,240 2,930 2,295 3,330
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成29年10月 11月 12月 平成30年１月 ２月 ３月

最高(円) 4,130 4,285 4,160 4,340 4,220 3,895

最低(円) 3,810 3,770 3,865 3,985 3,740 3,670
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性12名、女性２名（役員のうち女性の比率14％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

－ 安　達　　保 昭和28年10月12日生

昭和52年４月 三菱商事㈱入社

昭和63年１月 マッキンゼー・アンド・カンパ

ニー・インク・ジャパン入社

平成７年６月 マッキンゼー・アンド・カンパ

ニー・インク・ジャパンパート

ナー

平成９年３月 GEキャピタル・ジャパン事業開発

本部長

平成11年３月 ㈱日本リースオート代表取締役社

長

平成12年12月 ジーイーフリートサービス㈱代表

取締役社長

平成15年５月 カーライル・ジャパン・エルエル

シー　マネージングディレク

ター　日本代表

平成15年６月 当社取締役

平成19年11月 カーライル・ジャパン・エルエル

シー　マネージングディレク

ター　日本共同代表

平成21年６月 当社取締役

平成28年６月 当社取締役

カーライル・ジャパン・エルエル

シー　会長

平成28年10月 当社代表取締役社長

カーライル・ジャパン・エルエル

シー　シニアアドバイザー（現）

平成29年８月 当社代表取締役社長兼語学カンパ

ニー長

平成30年４月 当社代表取締役社長（現）

（注）３ 60

取締役会長 － 岩　田　眞二郎 昭和23年６月６日生

昭和47年４月 ㈱日立製作所入社

平成13年９月 Hitachi 　Data 　Systems

Corporation CEO

平成19年10月 Hitachi 　Global 　Storage

Technologies, Inc.エグゼクティ

ブバイスプレジデント

平成21年４月 ㈱日立製作所執行役常務

平成23年４月 ㈱日立製作所執行役専務

平成25年４月 ㈱日立製作所代表執行役執行役副

社長

平成26年６月 当社取締役

平成28年４月 ㈱日立製作所アドバイザー（現）

平成28年６月 当社取締役会長（現）

（注）３ １
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

副会長
－ 福　原　賢　一 昭和26年４月19日生

昭和51年４月 野村證券㈱入社

昭和61年４月 ノムラ　インターナショナル　リ

ミテッド　ロンドン　ヘッド　オ

ブ　エクイティ　セールス

平成12年６月 野村證券㈱取締役

平成15年６月 野村證券㈱執行役兼野村ホール

ディングス㈱執行役

平成16年４月 当社執行役員専務

平成16年６月 当社執行役員専務兼㈱ベネッセス

タイルケア代表取締役社長

平成17年６月 当社取締役兼㈱ベネッセスタイル

ケア代表取締役社長

平成18年６月 当社取締役兼執行役員専務兼㈱ベ

ネッセスタイルケア代表取締役社

長

平成19年４月 当社代表取締役副会長兼CEO補佐

平成19年６月 当社代表取締役副会長兼CEO補佐

兼 Berlitz International, Inc.

Chairman of the Board & CEO

平成20年４月 当社代表取締役副会長兼CEO補佐

兼㈱テレマーケティングジャパン

代表取締役会長兼社長

平成21年１月 当社代表取締役副会長兼CEO補佐

兼㈱テレマーケティングジャパン

代表取締役会長

平成21年10月 当社代表取締役副社長兼CFO（最

高財務責任者）兼㈱テレマーケ

ティングジャパン代表取締役会長

平成23年６月 当社代表取締役副社長兼CFO

平成26年10月 当社代表取締役副社長兼CAO（最

高管理責任者）兼CFO

平成27年４月 当社代表取締役副社長兼CAO

平成28年６月 当社代表取締役社長兼 CAO 兼

Berlitz Corporation Chairman

of the Board & CEO

平成28年10月 当社代表取締役副会長兼語学カン

パニー長兼Berlitz　Corporation

Chairman of the Board & CEO

平成29年８月 当 社 代 表 取 締 役 副 会 長 兼

Berlitz 　Corporation Chairman

of the Board（現）

（注）３ 12
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役

副社長
－ 小　林　　仁 昭和35年9月25日生

昭和60年４月 当社入社

平成12年４月 ㈱ベネッセケア取締役

平成14年８月 ㈱ベネッセエムシーエム代表取締

役社長

平成15年12月 ㈱ベネッセスタイルケア取締役

平成18年６月 ㈱ベネッセスタイルケア専務取締

役

平成19年４月 ㈱ベネッセスタイルケア代表取締

役社長

平成19年６月 当社グループ役員

平成24年６月 当社取締役

平成25年７月 当社取締役兼グループ経営企画本

部長

平成26年４月 当社常務取締役兼グループ経営企

画本部長

平成26年６月 当社常務取締役兼グループ経営企

画本部長兼㈱ベネッセコーポレー

ション代表取締役社長

平成26年10月 当社常務取締役兼海外事業開発カ

ンパニー長

平成28年４月 当社常務取締役兼海外事業カンパ

ニー長

平成28年５月 当社代表取締役副社長兼海外事業

カンパニー長兼㈱ベネッセコーポ

レーション代表取締役副社長

平成28年６月 当社代表取締役副社長兼ゼミカン

パニー長兼海外事業カンパニー長

兼㈱ベネッセコーポレーション代

表取締役社長

平成28年10月 当社代表取締役副社長兼ゼミカン

パニー長兼㈱ベネッセコーポレー

ション代表取締役社長

平成29年11月 当社代表取締役副社長兼ゼミカン

パニー長兼海外事業カンパニー長

兼㈱ベネッセコーポレーション代

表取締役社長

平成30年4月 当社代表取締役副社長兼㈱ベネッ

セコーポレーション代表取締役社

長（現）

（注）３ ４
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 － 滝　山　真　也 昭和46年６月２日生

平成８年４月 当社入社

平成15年３月 ㈱ベネッセケア取締役

平成23年７月 ㈱ベネッセスタイルケア取締役

平成25年７月 ㈱ベネッセスタイルケア代表取締

役社長

平成26年４月 当社執行役員シニア介護・保育カ

ンパニー長兼㈱ベネッセスタイル

ケア代表取締役社長

平成26年11月 当社執行役員介護・保育カンパ

ニー長兼㈱ベネッセスタイルケア

代表取締役社長

平成28年６月 当社取締役兼介護・保育カンパ

ニー長兼㈱ベネッセスタイルケア

代表取締役社長

平成30年4月 当社取締役兼上席執行役員介護・

保育カンパニー長兼㈱ベネッセス

タイルケア代表取締役社長（現）

（注）３ １

取締役 － 山　﨑　昌　樹 昭和41年7月8日生

平成元年４月 当社入社

平成19年11月 ㈱お茶の水ゼミナール代表取締役

社長

平成26年４月 当社執行役員学校カンパニー長兼

Classi㈱代表取締役社長

平成26年10月 Classi㈱代表取締役社長

平成27年４月 ㈱ベネッセｉ－キャリア代表取締

役社長兼Classi㈱代表取締役社長

平成27年７月 当社執行役員学校カンパニー長兼

㈱ベネッセｉ－キャリア代表取締

役社長兼Classi㈱代表取締役社長

平成28年６月 当社執行役員学校カンパニー長兼

㈱ベネッセコーポレーション取締

役兼㈱ベネッセｉ－キャリア代表

取締役社長兼Classi㈱代表取締役

社長

平成29年６月 当社取締役兼学校カンパニー長兼

㈱ベネッセコーポレーション取締

役副社長兼Classi㈱代表取締役社

長

平成30年4月 当社取締役兼上席執行役員学校カ

ンパニー長兼㈱ベネッセコーポ

レーション取締役副社長兼Classi

㈱代表取締役社長（現）

（注）３ １
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 － 辻　村　清　行 昭和25年1月11日生

昭和50年４月 日本電信電話公社入社

平成13年６月 ㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ取締

役

平成16年６月 ㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ常務

取締役

平成17年６月 ㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ取締

役常務執行役員

平成20年６月 ㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ代表

取締役副社長

平成24年６月 ドコモエンジニアリング㈱代表取

締役社長

平成26年６月 当社取締役（現）

ドコモエンジニアリング㈱（現㈱

ドコモCS）相談役

平成26年11月 東京工業大学特任教授

平成27年６月 ㈱CarpeDiem代表取締役（現）

（注）３ １

取締役 － 福　武　英　明 昭和52年５月14日生

平成12年４月 ㈱キーエンス入社

平成18年２月 ㈱エス・エム・エス入社

平成19年４月 ㈱エス・エム・エス介護医療メ

ディア事業部長

平成21年２月 efu 　Investment 　Limited

Director（現）

平成21年６月 (財)直島福武美術館財団副理事長

(財)文化・芸術による福武地域振

興財団副理事長

平成24年12月 （公財）福武財団副理事長（現）

平成25年４月 Berlitz　Corporation　Director

（現）

平成25年６月 ㈱ベネッセコーポレーション社外

取締役

平成26年６月 当社取締役（現）

（注）３
―

（注）６

取締役 － 安　田　隆　二 昭和21年４月28日生

昭和54年１月 マッキンゼー・アンド・カンパ

ニー入社

平成３年６月 マッキンゼー・アンド・カンパ

ニー　ディレクター

平成８年６月 A.T.カーニー　アジア総代表

平成15年６月 ㈱ジェイ・ウィル・パートナー

ズ　取締役会長

平成16年４月 一橋大学大学院国際企業戦略研究

科教授

平成27年４月 一橋大学大学院国際企業戦略研究

科特任教授

平成27年６月 当社取締役（現）

平成30年４月 一橋大学大学院経営管理研究科国

際企業戦略専攻特任教授（現）

（注）３ ２

取締役 － 桒　山　信　雄 昭和23年11月20日生

昭和46年４月 伊藤忠商事㈱入社

平成15年６月 伊藤忠商事㈱執行役員

平成16年４月 伊藤忠商事㈱中国総代表

平成18年４月 伊藤忠商事㈱常務執行役員

平成22年４月 伊藤忠商事㈱専務執行役員

平成25年６月 ㈱デサント取締役会長

平成28年６月 当社取締役（現）

（注）３ ０
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常勤監査役 － 松　本　芳　範 昭和29年７月18日生

昭和52年４月 大王製紙㈱入社

平成３年４月 当社入社

平成10年１月 当社本社総務部長

平成13年４月 当社業務管理室長

平成15年１月 当社人財部長

平成15年４月 当社執行役員常務兼人事・総務本

部長

平成15年８月 当社執行役員常務兼人事・総務本

部長兼法務・コンプライアンス部

担当

平成17年２月 当社執行役員常務兼人事・総務本

部長、法務・コンプライアンス部

担当兼㈱ベネッセビジネスメイト

代表取締役社長

平成19年４月 当社執行役員常務兼役員室、本社

スタッフ統括、総務部、直島事業

部担当

平成20年５月 当社執行役員常務兼総務本部長

平成20年６月 当社常勤監査役（現）

（注）４ １

常勤監査役 － 桜　木　君　枝 昭和33年９月６日生

昭和56年３月 当社入社

平成２年４月 当社中学通信教育部課長

平成３年４月 当社出版部広告課長

平成７年４月 当社出版部書籍事業部門統括

平成10年11月 当社ビジネスエシックスコミッ

ティ課長

平成15年１月 当社企業倫理・コンプライアンス

室長

平成15年６月 当社常勤監査役（現）

（注）４ １

監査役 － 出　雲　栄　一 昭和48年１月２日生

平成７年４月 監査法人トーマツ（現有限責任監

査法人トーマツ）入社

平成10年４月 公認会計士登録（現在に至る）

平成22年７月 有限責任監査法人トーマツ パー

トナー

平成27年２月 出雲公認会計士事務所代表（現）

平成27年６月 当社監査役（現）

（注）４ ０

監査役 － 石　黒　美　幸 昭和39年10月26日生

平成３年４月 弁護士登録（現在に至る）

常松簗瀬関根法律事務所入所

平成11年１月 常松簗瀬関根法律事務所パート

ナー

平成12年１月 長島・大野・常松法律事務所パー

トナー（現）

平成29年６月 当社監査役（現）

（注）５ ―

計 89
 

 
（注） 1. 取締役会長 岩田眞二郎及び取締役 辻村清行、福武英明、安田隆二、桒山信雄の５氏は、社外取締役

です。
 2. 監査役 出雲栄一及び石黒美幸の各氏は、社外監査役です。

 3. 取締役の任期は、平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総
会終結の時までです。 

 4. 監査役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総
会終結の時までです。 

 5. 監査役の任期は、平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総
会終結の時までです。

 6. 取締役 福武英明氏が代表を務める資産管理及び投資活動目的の法人であるefu Investment Limited
は、当社株式7,858千株を保有し、また、当社株式6,809千株を日本マスタートラスト信託銀行㈱に対
し、信託財産として拠出しています。

 7. 当社は経営体制の活性化を図るため、平成26年４月１日から執行役員制度を導入しております。執行
役員は16名で内２名は取締役を兼務しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 当社のコーポレート・ガバナンスの体制

[コーポレート・ガバナンスの体制の概要とその体制を採用する理由]

当社は持株会社として、当社及び当社グループが「Benesse」（よく生きる）の企業理念のもと、健全かつ継

続的に発展していくために必要となる体制を、適法かつ適切に構築していくべく、以下の経営体制で運用に取

り組んでおります。

取締役会は、取締役会長を議長として原則毎月１回開催し、経営の重要な意思決定を行うとともに、事業会

社の業務執行を監督しております。取締役会の諮問委員会として、指名・報酬委員会を設置しております。指

名・報酬委員会は、取締役により構成され、その過半数を社外取締役が占めており、取締役及び取締役社長の

選解任等に関する検討及び取締役会への意見提出を行うとともに、取締役会の委任に基づく取締役個別報酬に

ついての決議並びに取締役報酬制度の検討及び取締役会への意見提出を行います。また、恣意性を排した運用

を行うため、指名・報酬委員会のメンバーが検討する案件の当事者である場合は、その決議に参加できないこ

ととしております。

経営会議は、社長を議長とし、副会長、副社長、業務執行取締役、カンパニー長、副カンパニー長、管理部

門責任者及び社長の指名者が出席し、当社グループの重要な課題、情報を共有するとともに、重要事項につい

て審議を行っております。

 
[当社グループの業務執行の監督]

当社は、持株会社体制のもと、グループ全体の経営方針、長期ビジョンの実現及び全体の経営数値目標の達

成を目的に、事業会社経営管理規程に基づき、以下の方法により当社グループ全体の業務執行に関する情報を

収集・共有し、牽制機能を果たしております。

当社は、当社グループの戦略的な事業領域ごとにカンパニーを、その責任者としてカンパニー長を設置もし

くは任命し、当該事業領域ごとの子会社を統括しております。カンパニー長はカンパニー全体の成長戦略の立

案及び遂行、当社と当社子会社の連携の強化をはかります。また、当社は各カンパニーの業績及び重要事項の

進捗を定期的に確認しております。なお、カンパニーが設置されていない事業領域においては、当該事業領域

を担当する業務執行取締役が、傘下の子会社を統括しております。

また、当社は、当社グループの業務執行を監督する取締役の補助者として、グループ成長戦略、事業計画・

予算、人事、グループガバナンス、広報、ブランド、財務、経理、IT、個人情報保護、情報セキュリティ、リ

スクマネジメント及びコンプライアンス、その他分野ごとに管理部門責任者を任命し、管理部門責任者は、当

社グループの経営管理の推進、経営課題の抽出、解決等の役割を担っております。

子会社は、当社グループの経営に影響を与える可能性のある重要な事項について機関決定を行う場合、当社

と事前に協議を行うものとしております。当社は当該協議事項について、当社グループの成長及び適法性の確

保の観点から、当社内のカンパニー長と管理部門責任者間で検討のうえ、当社代表取締役決裁、当社取締役会

決議等の手続を経るものとしています。

 

[内部統制システムの整備の状況]

当社グループでは、内部統制システムの基本方針及び会社法施行規則に定める体制整備に必要な大綱を定め

るため、平成18年５月に当社取締役会において決議を行いました。同決議は平成30年３月30日付の取締役会で

改定を決議しております。

また、当社は、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の構築及びその他の対応については、当社

内にプロジェクトチームを設置し、当社グループ全体として推進しております。
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[リスク管理体制の整備の状況]

当社は、平成22年10月、業務が適正かつ倫理性をもって遂行されることを確保するため、企業理念に根ざ

し、グループにおける役員、従業員一人ひとりがとるべき行動の指針を示したベネッセグループ行動指針を制

定いたしました。各子会社は、ベネッセグループ行動指針に示す行動を実行することにより、社会規範、企業

倫理及び法令等の遵守を履行するとともに、社会に対して価値を提供する企業であり続けることで、持続的に

成長・発展するための経営体制を構築いたします。

クライシス対応については、当社グループを対象としたベネッセグループリスクマネジメント・コンプライ

アンス規程を策定し、クライシス発生時に情報が即座に当社に報告されるように、簡潔で明瞭な対応体制を構

築しております。クライシスの発生時においては、当該体制に基づき適時適切に対応することが重要と考えて

おります。

当社では、平成11年から内部通報制度を運用し、通報者の不利益にならないよう「匿名性確保」「秘密保

持」を明確にし、行動基準に違反する行為等の通報は、従業員等の義務としてまいりました。

　平成17年からは、国内グループ会社にまで対象を広げ、外部の第三者機関による窓口も設置いたしました。

さらに、平成21年３月、海外グループ会社にまで対象を展開しております。

　

[取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役との責任限定契約の状況]

社外取締役である岩田眞二郎、辻村清行及び福武英明の各氏との間では平成26年６月に、安田隆二氏との間

では平成27年６月に、桒山信雄氏との間では平成28年６月に、また監査役である松本芳範、桜木君枝及び出雲

栄一の各氏との間では平成27年６月に、石黒美幸氏との間では平成29年６月に、役員がその職務を行うにつき

善意であり重大な過失がなかったときは、金10百万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいず

れか高い額が損害賠償の額となる旨の責任限定契約を締結しております。また、当社は、取締役及び監査役が

その期待される役割を十分に発揮出来ることを目的とし、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426

条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる取締役、監査役（取締役、監査役であった者を含む）の損

害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議をもって免除することができる旨の定款の定めを置いて

おります。

　

② 内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続

[内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続]

内部監査については、社長直轄の専任組織である内部監査部が、当社及び事業会社に対し、内部統制の整

備・運用状況とリスク管理状況を監視するとともに、リスク等の評価を踏まえた業務監査を行い、監査結果に

ついて経営陣、監査役に報告しております。また、同部は、「内部統制報告制度」に対応し、当社及び事業会

社の内部統制を評価し、内部統制報告書を作成しております。

監査役会は、監査役監査基準に従い、予防監査に重点を置いて、社会的信頼に応える良質な企業統治体制の

確立に責務を負うことを監査方針として掲げております。

　監査役会は原則として毎月１回開催されるほか、各監査役の取締役会、指名・報酬委員会、経営会議等の重

要な会議体への出席や経営トップとの定期的な意見交換により重要経営課題に関する問題意識を共有しており

ます。また、事業会社の責任者等からの事業報告の聴取や業務状況の調査等も積極的に行っております。

　専任の監査役スタッフを設置し監査機能の充実を図るとともに、グループでの監査体制の連携を図るため子

会社常勤監査役を加えたベネッセグループ監査役協議会も設置しております。

　当社の取締役等の経営層の問題にかかる内部通報窓口として当社の常勤監査役に当社グループの全役員・従

業員が匿名でも直接通報ができる「監査役直通ホットライン」を平成19年５月から設置し、監視機能の実効性

を確保しております。

[内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係]

内部監査部門、監査役及び会計監査人は、定期的に開催される合同会議における業務報告等を含め、必要に

応じ情報の交換を行うことで、相互の連携を深めております。

監査役会は、内部監査部門及び会計監査人と連携して、監査の視点から積極的に意見表明を行う等、経営監

視機能の充実に努めております。
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③ 社外取締役及び社外監査役の員数並びに当社との関係

[社外取締役及び社外監査役の員数並びに当社との関係]

現在（平成30年６月25日現在）、取締役10名のうち５名が社外取締役、監査役４名のうち２名が社外監査役

であります。

　社外取締役である福武英明氏は、当社の子会社であるBerlitz Corporationの非業務執行役員であり、過去に

当社の子会社である㈱ベネッセコーポレーションの非業務執行役員でありました。また、福武英明氏が代表を

務める資産管理及び投資活動目的法人であるefu Investment Limitedは、当社株式7,858千株を保有し、うち、

6,809千株を日本マスタートラスト信託銀行㈱に対し、信託財産として拠出しております。社外監査役である出

雲栄一氏は、過去に当社が監査契約を締結している有限責任監査法人トーマツのパートナーでありました。ま

た、社外監査役である石黒美幸氏は、当社が顧問契約を締結している長島・大野・常松法律事務所のパート

ナーであります。その他の社外役員である社外取締役岩田眞二郎氏、辻村清行氏、安田隆二氏、桒山信雄氏と

当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の記載すべき特別な利害関係はありません。

また、社外取締役５名のうち岩田眞二郎氏、辻村清行氏、安田隆二氏、桒山信雄氏、及び社外監査役２名の

うち出雲栄一氏は、以下に記載の「社外取締役及び社外監査役の独立性に関する基準」に照らし、一般株主と

利益相反が生じる恐れがないと判断し、金融商品取引所の定める独立役員として指名し、届出を行っておりま

す。なお、社外監査役である石黒美幸氏は、「社外取締役及び社外監査役の独立性に関する基準」に照らし、

一般株主と利益相反が生じる恐れがないと判断しておりますが、石黒美幸氏が所属する長島・大野・常松法律

事務所においては、所属弁護士が社外役員となる場合に独立役員としての届出を行えない旨の方針があり、届

出を行っておりません。

　

[社外取締役及び社外監査役の独立性に関する基準]

株式会社ベネッセホールディングス（当社）は、当社の社外取締役及び社外監査役並びにそれぞれの候補者

において、以下に定める項目を全て満たす場合、当社からの独立性が高いと判断いたします。

１．現事業年度及び過去９事業年度において、当社並びに当社の関係会社（以下、「当社グループ」という）

の業務執行者(注１)でないこと。

２．下記AからHに、過去３事業年度にわたって該当している者。

　A．当社グループを主要な取引先とする者(注２)もしくはその業務執行者でないこと。

　B．当社グループの主要な取引先(注３)もしくはその業務執行者でないこと。

　C．当社の大株主（総議決権10％以上の議決権を直接又は間接的に保有している）もしくは

　　 その業務執行者でないこと。

　D．当社グループが大口出資者（総議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有して

　　 いる）となっている者の業務執行者でないこと。

　E．当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産(注４)を得ているコンサルタ

    ント、会計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である

    場合は、当該団体に所属する者をいう）でないこと。

　F．当社グループから多額の寄付又は助成金を受けている者(注５)もしくはその業務執行者

    でないこと。

　G．当社グループの会計監査人でないこと。なお、会計監査人が法人、組合等の団体である

    場合は、その団体に所属する者でないこと。

　H．当社グループの業務執行者が他の会社において社外役員に就いている場合における当該

    他の会社の業務執行者でないこと。
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３．次のa、bどちらの近親者(注６)でもないこと。

　a．上記２のAからHまでのいずれかを過去３事業年度において１事業年度でも満たさない者。

    但し、AからD及びF並びにHの業務執行者においては重要な業務執行者(注７)に限る。

　　 Eにおいては公認会計士や弁護士等の専門的な資格を有する者に限る。Gにおいては所属

　　 する組織における重要な業務執行者及び公認会計士等の専門的な資格を有する者に限る。

　b．現事業年度及び過去３事業年度のいずれかにおいて当社グループの重要な業務執行者。

　

(注)１. 業務執行者とは、法人その他団体の業務執行取締役、執行役その他法人等の業務を執

　　   行する役員、会社法上の社員、理事、その他これに相当する者、使用人等、業務を

       執行する者をいう。

　　２. 当社グループを主要な取引先とする者とは、以下のいずれかに該当する者をいう。

　　　①当社グループに対して製品又はサービスを提供している取引先グループ（直接の取引　

　　　　先が属する連結グループに属する者）であって、直前事業年度における当社グループ

　　　　への当該取引先グループの取引額が100百万円もしくは、当該取引先グループの連結売上

　　　　高の２％のいずれか高い方の額を超える者。

　　　②当社グループが負債を負っている取引先グループであって、直前事業年度における当

　　　　社グループの当該取引先グループへの全負債額が100百万円もしくは、当該取引先グルー

　　　　プの連結売上高の２％のいずれか高い方の額を超える者。

　　３. 当社グループの主要な取引先とは、以下のいずれかに該当する者をいう。

　　　①当社グループが製品又はサービスを提供している取引先グループであって、直前事業

　　　　年度における当社グループの当該取引先グループへの取引額が100百万円もしくは、当社　　

　　　　グループの連結売上高の２％のいずれか高い方の額を超える者。

　　　②当社グループに対して負債を負っている取引先グループであって、直前事業年度にお

　　　　ける当社グループへの当該取引先グループの全負債額が100百万円もしくは、当該取引先

　　　　グループの連結売上高の２％のいずれか高い方の額を超える者。

　　　③当社グループが借入をしている金融機関グループ（直接の借入先が属する連結グルー

　　　　プに属する者）であって、直前事業年度における当社グループの当該金融機関グルー

　　　　プからの全借入額が当社グループの連結総資産の２％を超える者。

　　４. 多額の金銭その他の財産とは、その価額の総額が直前３事業年度の平均で10百万円

　　　　又はその者の直前事業年度の売上高もしくは総収入金額の２％のいずれか高い方の額

　　　　を超えているものをいう。

　　５. 当社グループから多額の寄付又は助成金を受けている者とは、当社グループから、直

　　　　前３事業年度の平均で10百万円又はその者の直前事業年度の売上高もしくは総収入

　　　　金額の２％のいずれか高い方の額を超える寄付又は助成を受けている者をいう。

　　６. 近親者とは配偶者、２親等内の親族及び生計を一にする者をいう。

　　７．重要な業務執行者とは業務執行者のうち、業務執行取締役、執行役その他法人等の業

　　　　務を執行する役員、及び部門責任者等の重要な業務を執行する者をいう。
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[社外役員の選任状況、当社のコーポレート・ガバナンスにおいて果たす機能及び役割]

当社は、平成15年より複数の社外取締役を継続して選任しておりますが、現在は取締役会長及び指名・報酬

委員会の委員の過半数を社外取締役が務め、経営の監督機能を強化する体制を構築しております。取締役会以

外の場においてもグループの経営状況の共有や経営方針についての議論の場を設ける等の試みを実施してお

り、社外取締役の国際経験、企業経営等に関する豊富な経験、知見を経営に活かしております。

また、社外監査役については、弁護士資格、公認会計士資格を有する者を選任しており、独立した立場か

ら、それぞれの豊富な経験、知見を生かし、経営の監視機能を果たしており、他の監査役、内部監査部門、会

計監査人等と連携し、経営監視機能の充実に努めております。

　

[社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係について]

社外監査役は、内部監査部門及び会計監査人と連携して、定期的に監査役会の場で意見交換をしているほ

か、随時意見交換を行う等、経営監視機能の充実に努めております。

　

　

④ 役員の報酬等

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

ストック
オプション

賞与
譲渡制限付
株式報酬

取締役
（社外取締役を除く）

268 108 17 94 47 ５

監査役
（社外監査役を除く）

62 62 ― ― ― ２

社外役員 81 81 ― ― ― ８
 

(注) １．当事業年度における取締役及び監査役に対する報酬限度額は、株主総会における決議により、次の

とおり定められています。

①取締役

年額500百万円以内、うち社外取締役は70百万円以内（平成28年６月25日開催定時株主総会決議）と

定められています。また、取締役（社外取締役は除く）に対して譲渡制限付株式報酬を、上記年額

500百万円の枠内で、年額70百万円（平成29年６月24日開催定時株主総会決議）を限度として付与す

ることが定められています。
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②監査役

年額100百万円（平成23年６月25日開催定時株主総会決議）に加え、ストック・オプションとして新

株予約権による報酬年額30百万円（平成19年６月24日開催定時株主総会決議）と定められていま

す。

２. ストック・オプションは、社外取締役については平成21年度以降、監査役については平成20年度以

降新規に付与しておりません。

３. 期末現在の人員は取締役10名、監査役４名です。

４．上記の「賞与」には、当事業年度中に役員賞与引当金繰入額として計上した額を含んでいます。

５．上記の「ストックオプション」は、過年度に付与したストック・オプションとしての新株予約権に

よる報酬の当事業年度の費用計上分となります。

　

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

氏名
（役員区分）

連結報酬等の
総額

（百万円）
会社区分

連結報酬等の種類別の額（百万円）

基本報酬
ストック
オプション

賞与
譲渡制限付
株式報酬

安達　保
（取締役）

131 提出会社 56 ― 57 17

 

（注）連結報酬等の総額が１億円以上であるものに限定して記載しております。

 
ハ 役員の報酬等の額の決定に関する方針

　＜取締役＞

①方針の決定の方法

当社は、取締役の報酬等に関する全ての事項について、社外取締役３名（取締役会長含む）と取締役社長

の計４名により構成され、委員長を社外取締役が務める指名・報酬委員会において審議し、取締役会への答

申を行い、透明性・公平性・客観性の担保に努めています。

②基本方針

当社グループは、グループ全体での中長期的、継続的な企業価値の向上を目指しています。このため、取

締役の報酬については、短期の業績と併せて中長期的な成果をも重視した報酬体系を設定します。また、グ

ループ経営を推進する当社取締役として求められる役割、能力及び責任に見合った競争力のある報酬水準と

します。

③報酬体系

取締役（社外取締役を除く）の報酬は、基本報酬と賞与、譲渡制限付株式報酬で構成します。

基本報酬は各期の役割期待に基づいて設定し、任期ごとに水準を見直します。

賞与は、各期の会社業績等を勘案し支給する業績連動賞与です。

譲渡制限付株式報酬は、取締役報酬と中長期的な業績の連動性をより高め、企業価値の持続的な向上を一

層図るインセンティブを取締役に与えるとともに、株主の皆様とのさらなる価値共有を進めるために平成29

年度に導入し、取締役の年俸に応じて付与されます。

社外取締役の報酬は、基本報酬のみで構成します。

なお、取締役に対するストック・オプションを新規に付与する予定はありません。
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＜監査役＞

監査役の報酬については、監査役の協議にて決定しており、基本報酬のみで構成します。

ストック・オプションは、新規に付与する予定はありません。

　

⑤ 株式の保有状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 23 銘柄

貸借対照表計上額の合計額 3,173 百万円
 

　

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱中国銀行 1,374,000 2,225 主要取引銀行であるため

㈱ラック 500,000 616 事業協業関係の維持・強化
 

　

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱中国銀行 1,374,000 1,721 主要取引銀行であるため

㈱ラック 500,000 717 事業協業関係の維持・強化
 

　

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

 

前事業年度
(百万円)

当事業年度
(百万円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 301 351 3 ― ―

非上場株式以外の株式 1,708 2,532 36 41 1,522
 

　

ニ 当事業年度中に、投資株式の保有目的を変更したもの

　　純投資目的以外の目的から純投資目的に変更した投資株式

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

㈱すららネット 36,000 213
 

 
⑥ 業務を執行した公認会計士に関する事項

会計監査人として有限責任監査法人トーマツを選任し、会計監査人監査を定常的に実施しております。当期

の監査業務を執行した公認会計士の氏名及び当社監査業務への関与期間は、國本望氏（４期）、長沼洋佑氏

（６期）及び植木拓磨氏（２期）です。同監査業務に係る補助者は、公認会計士、その他計45名です。

　なお、会計監査人である有限責任監査法人トーマツ、その業務執行社員及びその補助者と当社の間にも特別

の利害関係はありません。

　

⑦ 取締役の定数、資格制限等に関する事項

当社においては、定款において取締役の定数を10名以内と定めております。取締役の資格については特段の

制限は定めておりません。また、取締役及び監査役の選任の決議については、定足数を、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席と定め、その議決権の過半数をもって行うことと

しております。
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⑧ 定款の定め

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、剰余金の使途の決定が高度な経

営上の判断であるという観点から、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の

決議をもって定める旨を定款に規定することで、株主への機動的な利益還元を可能にしています。

会社法第309条第２項に定める事項の決議について、定款の定めにより定足数を緩和することが認められて

いることに伴い、株主総会の円滑な運営を行うために、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主の出席を定足数と定め、その議決権の３分の２以上をもって行うこととしております。

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 91 ― 146 ―

連結子会社 195 ― 192 0

計 286 ― 339 0
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

当社グループが、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているDeloitte Touche Tohmatsuのメ

ンバーファームである監査事務所等に支払っている報酬は233百万円であります。

このうち、連結子会社であるBerlitz Corporation（傘下の現地法人含む）が支払った対価は199百万円であり

ます。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

当社グループが、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているDeloitte Touche Tohmatsuのメ

ンバーファームである監査事務所等に支払っている報酬は335百万円であります。

このうち、連結子会社であるBerlitz Corporation（傘下の現地法人含む）が支払った対価は301百万円であり

ます。

 
③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

監査日数、当社グループの規模・業務の特性等の要素を勘案した上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。)

に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成29年４月１日から平成30年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)の財務諸表について、有限責任監

査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、会計基準等の内容を適切に把握し、また会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を

整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、研修への参加等を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※２  113,542 ※２  134,206

  受取手形及び売掛金 32,023 30,863

  有価証券 30,301 23,599

  商品及び製品 20,057 23,998

  仕掛品 3,535 4,318

  原材料及び貯蔵品 1,506 1,387

  繰延税金資産 3,694 3,273

  未収入金 38,348 41,621

  その他 9,373 8,451

  貸倒引当金 △1,596 △1,546

  流動資産合計 250,787 270,172

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※３  89,865 ※３  90,889

    減価償却累計額 △60,496 △61,878

    建物及び構築物（純額） 29,369 29,011

   土地 34,947 34,834

   リース資産 73,688 79,470

    減価償却累計額 △10,303 △12,309

    リース資産（純額） 63,384 67,161

   その他 ※３  31,610 ※３  32,508

    減価償却累計額 △23,079 △24,119

    その他（純額） 8,530 8,389

   有形固定資産合計 136,231 139,395

  無形固定資産   

   のれん 13,611 10,657

   ソフトウエア 28,430 24,756

   その他 1,876 1,291

   無形固定資産合計 43,918 36,706

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※１  14,316 ※１  14,134

   長期貸付金 4,412 4,160

   退職給付に係る資産 1,710 1,566

   繰延税金資産 1,596 1,642

   その他 ※１  29,019 ※１  28,921

   貸倒引当金 △89 △92

   投資その他の資産合計 50,966 50,332

  固定資産合計 231,116 226,434

 資産合計 481,904 496,607
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 16,707 17,033

  1年内返済予定の長期借入金 - 5,000

  未払金 26,605 27,114

  未払法人税等 5,280 5,754

  前受金 ※２  80,361 ※２  87,275

  添削料引当金 307 324

  賞与引当金 6,563 7,076

  役員賞与引当金 300 389

  返品調整引当金 341 399

  その他 11,196 11,218

  流動負債合計 147,664 161,586

 固定負債   

  長期借入金 37,805 32,805

  リース債務 65,887 71,171

  受入入居保証金 35,023 36,922

  繰延税金負債 560 468

  役員退職慰労引当金 124 90

  退職給付に係る負債 7,173 7,408

  その他 12,499 11,030

  固定負債合計 159,073 159,898

 負債合計 306,738 321,484

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,600 13,623

  資本剰余金 29,479 29,556

  利益剰余金 150,991 154,245

  自己株式 △21,736 △21,358

  株主資本合計 172,333 176,067

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,605 1,719

  為替換算調整勘定 △4,596 △5,404

  退職給付に係る調整累計額 △1,073 △1,218

  その他の包括利益累計額合計 △4,065 △4,903

 新株予約権 115 99

 非支配株主持分 6,782 3,858

 純資産合計 175,166 175,122

負債純資産合計 481,904 496,607
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 430,064 434,497

売上原価 ※１，※２  251,386 ※１，※２  249,934

売上総利益 178,677 184,562

返品調整引当金戻入額 366 341

返品調整引当金繰入額 341 399

差引売上総利益 178,702 184,504

販売費及び一般管理費   

 販売促進費 20,294 18,637

 ダイレクトメール費 17,804 19,396

 広告宣伝費 12,543 12,945

 運賃通信費 14,339 14,671

 顧客管理費 20,220 18,591

 給料及び手当 35,246 35,767

 賞与引当金繰入額 3,235 3,655

 役員賞与引当金繰入額 300 387

 退職給付費用 1,956 1,578

 役員退職慰労引当金繰入額 17 10

 貸倒引当金繰入額 818 740

 その他 ※２  44,239 ※２  45,496

 販売費及び一般管理費合計 171,016 171,877

営業利益 7,685 12,626

営業外収益   

 受取利息 413 463

 受取配当金 129 141

 固定資産賃貸料 378 350

 為替差益 - 368

 投資有価証券売却益 577 43

 投資事業組合運用益 68 146

 還付消費税等 611 61

 持分法による投資利益 128 192

 その他 370 439

 営業外収益合計 2,679 2,206

営業外費用   

 支払利息 3,922 4,461

 固定資産賃貸費用 157 190

 為替差損 260 -

 その他 478 928

 営業外費用合計 4,819 5,579

経常利益 5,545 9,253
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

特別利益   

 固定資産売却益 ※３  3,623 ※３  82

 子会社株式売却益 - ※４  12,681

 受取損害賠償金 506 -

 特別利益合計 4,130 12,764

特別損失   

 固定資産売却損 ※５  8 ※５  2

 減損損失 ※６  867 ※６  873

 在外連結子会社リストラクチャリング費用 - ※７  385

 特別損失合計 875 1,261

税金等調整前当期純利益 8,800 20,755

法人税、住民税及び事業税 7,198 8,142

法人税等調整額 △2,996 △513

法人税等合計 4,202 7,629

当期純利益 4,597 13,126

非支配株主に帰属する当期純利益 1,040 729

親会社株主に帰属する当期純利益 3,557 12,397
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当期純利益 4,597 13,126

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 267 88

 為替換算調整勘定 △864 △835

 退職給付に係る調整額 1,646 △130

 持分法適用会社に対する持分相当額 11 17

 その他の包括利益合計 ※１  1,061 ※１  △860

包括利益 5,658 12,266

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 4,598 11,559

 非支配株主に係る包括利益 1,059 706
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 13,600 29,479 156,571 △21,735 177,915

当期変動額      

剰余金の配当   △9,137  △9,137

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  3,557  3,557

自己株式の取得    △1 △1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― △5,580 △1 △5,582

当期末残高 13,600 29,479 150,991 △21,736 172,333
 

 

 
その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配

株主持分
純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 1,363 △3,732 △2,737 △5,106 41 6,415 179,266

当期変動額        

剰余金の配当       △9,137

親会社株主に帰属す

る当期純利益
      3,557

自己株式の取得       △1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

242 △864 1,663 1,041 73 366 1,481

当期変動額合計 242 △864 1,663 1,041 73 366 △4,100

当期末残高 1,605 △4,596 △1,073 △4,065 115 6,782 175,166
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 当連結会計年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 13,600 29,479 150,991 △21,736 172,333

当期変動額      

新株の発行 23 23   47

剰余金の配当   △9,143  △9,143

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  12,397  12,397

自己株式の取得    △2 △2

自己株式の処分  46  380 426

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

 6   6

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 23 76 3,254 378 3,733

当期末残高 13,623 29,556 154,245 △21,358 176,067
 

 

 
その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配

株主持分
純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 1,605 △4,596 △1,073 △4,065 115 6,782 175,166

当期変動額        

新株の発行       47

剰余金の配当       △9,143

親会社株主に帰属す

る当期純利益
      12,397

自己株式の取得       △2

自己株式の処分     △41  385

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

      6

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

113 △807 △144 △838 25 △2,923 △3,735

当期変動額合計 113 △807 △144 △838 △15 △2,923 △43

当期末残高 1,719 △5,404 △1,218 △4,903 99 3,858 175,122
 

 

EDINET提出書類

株式会社ベネッセホールディングス(E04939)

有価証券報告書

 55/116



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 8,800 20,755

 減価償却費 20,506 20,121

 減損損失 867 873

 引当金の増減額（△は減少） 196 1,073

 子会社株式売却損益（△は益） - △12,681

 その他の損益（△は益） 399 4,240

 売上債権の増減額（△は増加） 26 △2,423

 たな卸資産の増減額（△は増加） △1,821 △4,640

 未収入金の増減額（△は増加） 268 △3,285

 仕入債務の増減額（△は減少） 4,242 438

 未払金の増減額（△は減少） 326 2,267

 前受金の増減額（△は減少） 2,491 6,651

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △1,324 108

 その他の資産・負債の増減額 900 3,627

 小計 35,880 37,127

 利息及び配当金の受取額 500 677

 利息の支払額 △3,923 △4,460

 法人税等の支払額 △7,990 △8,437

 法人税等の還付額 770 1,542

 営業活動によるキャッシュ・フロー 25,237 26,449

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の取得による支出 △64,014 △34,042

 有価証券の売却による収入 72,427 40,218

 有形固定資産の取得による支出 △4,325 △6,197

 有形固定資産の売却による収入 7,385 195

 ソフトウエアの取得による支出 △5,938 △5,766

 投資有価証券の取得による支出 △2,146 △470

 投資有価証券の売却による収入 1,175 1,154

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

- ※２  12,909

 定期預金の純増減額（△は増加） △3,511 △867

 その他 △1,488 △1,631

 投資活動によるキャッシュ・フロー △436 5,503
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △9,136 △9,150

 リース債務の返済による支出 △2,155 △2,222

 非支配株主への配当金の支払額 △690 △1,530

 その他 △11 390

 財務活動によるキャッシュ・フロー △11,994 △12,512

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,160 △136

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,645 19,303

現金及び現金同等物の期首残高 108,355 119,001

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  119,001 ※１  138,304
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　 38社

主要な連結子会社の名称

　「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

なお、当連結会計年度から、当社が新たに設立した子会社１社、及び当社の連結子会社が新たに設立した子会

社１社を連結の範囲に含め、株式売却により連結子会社に該当しなくなった６社を連結の範囲から除外しており

ます。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社

　該当事項はありません。

(2) 持分法適用の関連会社

関連会社9社については全て持分法を適用しております。

なお、当連結会計年度から、当社が新たに出資したことにより関連会社とした４社を持分法の適用範囲に含

め、清算により関連会社に該当しなくなった１社を持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、Berlitz Corporation等８社の決算日は12月31日であり、㈱東京個別指導学院の決算日は２月

28日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、それぞれの期末日現在の決算財務諸表を採用しております。

　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

 
（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

　従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であった、㈱東京教育研については同日現在の財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりましたが、連結納税制度を適用したこ

とを契機として、同社が決算日を３月31日に変更したことに伴い、当連結会計年度は平成29年１月１日から平成30年

３月31日までの15か月間を連結しております。

　また、連結子会社のうち決算日が２月28日であった、㈱お茶の水ゼミナールについては同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりましたが、連結納税制度を適

用したことを契機として、同社が決算日を３月31日に変更したことに伴い、当連結会計年度は平成29年３月１日から

平成30年３月31日までの13か月間を連結しております。

　これらにより、当連結会計年度の売上高は894百万円、営業利益は208百万円、経常利益、税金等調整前当期純利益

は209百万円それぞれ増加しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

売買目的有価証券

時価法(売却原価は移動平均法により算定)

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

　なお、預金と同様の性格を有する有価証券については移動平均法による原価法によっております。

時価のないもの
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移動平均法による原価法又は償却原価法(定額法)

　なお、投資事業有限責任組合等への出資については組合の財産の持分相当額に基づき評価しておりま

す。

②　デリバティブ

　時価法

③　たな卸資産

商品・製品・材料・貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）

　但し、在外連結子会社については、主として総平均法による低価法によっております。

仕掛品　

主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

当社及び国内連結子会社は、次の基準によっております。

①　有形固定資産（リース資産を除く)

定率法を採用しております。但し、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)並びに平成28

年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。なお、主な耐用年数

は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　２～50年

②　無形固定資産（リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、ソフトウエア(自社利用)については社内における利用可能期間(主として

５年及び10年)に基づく定額法によっております。

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

在外連結子会社については、主として米国会計基準によっております。

①　有形固定資産（リース資産を除く)

見積耐用年数による定額法

②　無形固定資産（リース資産を除く)

定額法により償却しており、主なものは技術関連及び商標関連の無形固定資産並びに出版権であります。技

術関連及び商標関連の無形固定資産は主として10年、出版権は主として25年で償却しております。

③　リース資産

リース期間又は見積耐用年数による定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

また、在外連結子会社は、債権を個別に検討し必要と認めた額を計上しております。

②　添削料引当金

国内連結子会社は、通信教育事業の収益計上後の答案提出に係る添削料の支出に備えるため、過去の答案実

績提出率に基づき所要額を計上しております。

③　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

④　役員賞与引当金

取締役、監査役及び業務執行役員の賞与の支給に備えるため、報酬に係る内規に基づく支給見込額を計上し

ております。

　なお、当該引当金残高のうち 271百万円（前連結会計年度207百万円）は、取締役に対する賞与であり、株主

総会で決議された報酬限度額内において支給を予定しているものであります。

⑤　返品調整引当金

国内連結子会社は、出版物の返品による損失に備えるため、書籍等の出版事業に係る売掛金残高に対して、

一定期間の返品実績率等に基づく損失見込額を計上しております。
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⑥　役員退職慰労引当金

国内連結子会社は、取締役及び業務執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度

末要支給額相当額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、当社及び国内連結子会社は給付算定式基準、在外連結子会社は予測単位積増方式によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用

当社及び国内連結子会社は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として８年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異

当社及び国内連結子会社は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

在外連結子会社は、主として期首の数理計算上の差異の未認識額が、退職給付債務の10％を超過する場合

に、対象となる上級役職者の平均余命期間等に基づく一定の年数（主として16年）の定額法で費用処理してお

ります。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその

他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(5) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(6) 重要な収益の計上基準

国内教育カンパニーにおける主な売上の計上基準は次のとおりであります。

通信教育事業

役務完了基準（受講完了月をもって売上計上しております。）

学力等検査事業

役務完了基準（検査結果発送時に売上計上しております。）

(7) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

原則として、繰延ヘッジ処理によっております。なお、一体処理（特例処理・振当処理）の要件を満たして

いる金利通貨スワップについては、一体処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　　　　ヘッジ手段…金利通貨スワップ

　　　　ヘッジ対象…外貨建金融債務

③　ヘッジ方針

「デリバティブ取引規程」に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場の変動リスク及び金利の変動リスクを回避

する目的で金利通貨スワップ取引を行っております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

　　金利通貨スワップは一体処理によっており、ヘッジ有効性評価を省略しております。

(8) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、４年から20年の期間で均等償却しております。

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物には、取得日から３ヵ月以内に満期の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資を計上しており

ます。
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(10) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

　 　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

②　連結納税制度の適用

　　　当社及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度から連結納税制度を適用しております。

 

（未適用の会計基準等）

　・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日）　

　・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成30年２月16日）　

　

　（1）概要

個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱いが見直され、また（分類１）に該当す

る企業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いの明確化が行われております。

 
　（2）適用予定日

　　平成31年３月期の期首より適用予定であります。

 
　（3）当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

　

　・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日）

　・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日）

　

　（1）概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

　　ステップ2：契約における履行義務を識別する。

　　ステップ3：取引価格を算定する。

　　ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

　　ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

　

　（2）適用予定日

　　平成34年３月期の期首より適用予定であります。

 
　（3）当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

　

（表示方法の変更）

　（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「非支配株

主への配当金の支払額」は、重要性が増したため、当連結会計年度から独立掲記することとしております。一方

で、独立掲記しておりました「長期借入金の返済による支出」は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度か

ら「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表

の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」

の「その他」に表示しておりました693百万円は、「非支配株主への配当金の支払額」△690百万円として組み替

え、「長期借入金の返済による支出」に表示しておりました△９百万円は、「その他」として組み替えておりま

す。
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(連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

投資有価証券（株式） 2,189百万円 2,489百万円

（うち共同支配企業に対する投資の
　金額）

（637） （703）

投資その他の資産のその他（出資金） 63 69
 

 

※２　担保提供資産及び対応債務

　　　担保提供資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

現金及び預金 193百万円 193百万円
 

 

対応債務の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

前受金 66百万円 93百万円
 

 

※３　有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

建物及び構築物 1,084百万円 1,289百万円

有形固定資産のその他
（機械及び装置並びに工具、器具
 及び備品）

285 317

 

 

　４　当座借越契約

当社及び連結子会社７社は、不測の事態が発生した際に、機動的かつ安定的に運転資金を調達出来るよう、取引

銀行４行と当座借越契約を締結しております。当該契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。

なお、前連結会計年度は、当社及び連結子会社９社が、取引銀行４行と当座借越契約を締結しておりました。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

当座借越極度額 22,837百万円 18,129百万円

借入実行残高 ― ―

借入未実行残高 22,837 18,129
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(連結損益計算書関係)

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

売上原価 633百万円 204百万円
 

 

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

一般管理費 905百万円 736百万円

当期製造費用 249 298 

計 1,154 1,035 
 

 
※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

建物及び構築物 388百万円 0百万円

土地 312 82

有形固定資産のその他   

(車両運搬具) 3 0

(美術工芸品) 2,919 ―

計 3,623 82
 

　

※４　子会社株式売却益

 当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）　

　　　　 連結子会社㈱TMJ株式の譲渡によるものであります。

 
※５　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

土地 7百万円 2百万円

その他 1 ―

計 8 2
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※６ 減損損失

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）　

前連結会計年度において、当社グループは資産について867百万円の減損損失を計上しております。内訳は次の

とおりであります。

用途 種類
金額
(百万円)

場所
内訳
(百万円)

連結子会社㈱ベネッセコーポレーション
の賃貸不動産

土地等 385 埼玉県羽生市
土地 304

建物及び構築物 81
 

連結子会社㈱ベネッセコーポレーション
の事業用資産（通信販売事業）

自社利用ソフト
ウエア等

214 ―
ソフトウエア 184

その他 30
 

連結子会社㈱ベネッセコーポレーション
の事業用資産（小中学校向けアセスメン
ト事業）

自社利用ソフト
ウエア等

55 ―
ソフトウエア 54

その他 1
 

 

連結子会社㈱ベネッセスタイルケアの事
業用資産（入居介護サービス事業）

建物等 118
神奈川県藤沢市内施
設他(４拠点)

建物及び構築物 99

リース資産 15

その他 3
 

連結子会社㈱アップの事業用資産
（学習塾・予備校運営事業）

建物等 39
兵庫県川西市内
教室他（４教室）

建物及び構築物 37

その他 2
 

連結子会社㈱ミネルヴァインテリジェン
スの事業用資産（子ども向け英語教室事
業）

建物等 31
名古屋市熱田区内教
室他（25教室）

建物及び構築物 30

その他 0
 

連結子会社㈱東京個別指導学院の事業用
資産（学習塾運営事業）

建物等 21
東京都調布市内教室
他（８教室）

建物及び構築物 12

その他 8
 

 

当社グループは、稼働資産については、主として管理会計上の区分に基づき個々の製品・サービスのカテゴ

リー等をグルーピングの単位としております。

なお、遊休資産については、個別資産をグルーピングの単位としております。

連結子会社㈱ベネッセコーポレーションが保有する賃貸不動産（土地等）については、使用の用途の見直しに

関する意思決定を行ったことに伴い、帳簿価額を回収可能価額（737百万円）まで減額し、当該減少額（385百万

円）を減損損失として計上しております。なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、固定資産

税評価額に基づいて算定しております。

連結子会社㈱ベネッセコーポレーションの通信販売事業及び小中学校向けアセスメント事業における自社利用

ソフトウエア等については、収益性が低下したため、回収可能価額をゼロと見積り、減損損失として計上してお

ります。

 連結子会社㈱ベネッセスタイルケアの入居介護サービス事業における建物等については、収益性の低下等によ

り、帳簿価額を回収可能価額（15百万円）まで減額し、当該減少額（118百万円）を減損損失として計上しており

ます。なお、回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを5.5％で割り引いて算定

しております。

連結子会社㈱アップの学習塾・予備校運営事業における建物等については、採算が悪化しているため、回収可

能価額を保守的にゼロと見積り、減損損失として計上しております。

連結子会社㈱ミネルヴァインテリジェンスの子ども向け英語教室事業における建物等については、採算が悪化

しているため、回収可能価額をゼロと見積り、減損損失として計上しております。

連結子会社㈱東京個別指導学院の学習塾運営事業における建物等については、採算が悪化しているため、回収

可能価額を保守的にゼロと見積り、減損損失として計上しております。
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）　

当連結会計年度において、当社グループは資産について873百万円の減損損失を計上しております。内訳は、次

のとおりであります。

 
用途 種類

金額
(百万円)

場所
内訳
(百万円)

連結子会社Berlitz Corporationの語学教
育事業・留学支援事業

のれん 718 ― ―

連結子会社㈱ベネッセコーポレーション
の事業用資産（台湾における通信教育事
業）

自社利用
ソフトウエア等

98 ―
ソフトウエア 93

その他 5
 

連結子会社㈱ベネッセスタイルケアの事
業用資産（入居介護サービス事業）

建物等 25
愛知県小牧市内施設
他（５拠点）

建物及び構築物 19

その他 6
 

連結子会社㈱ミネルヴァインテリジェン
スの事業用資産（子ども向け英語教室事
業）

建物等 21
神奈川県小田原市内
教室他（21教室）

建物及び構築物 21

その他 0
 

連結子会社㈱アップの事業用資産（学習
塾・予備校運営事業）

建物等 9
兵庫県西宮市内教室
他（３教室）

建物及び構築物　　　9

 

当社グループは、稼働資産については、主として管理会計上の区分に基づき個々の製品・サービスのカテゴ

リー等をグルーピングの単位としております。

 なお、遊休資産については、個別資産をグルーピングの単位としております。 

連結子会社Berlitz Corporationの語学教育事業・留学支援事業におけるのれんについては、減損テストを実

施した結果、当初想定されていた収益が見込めなくなったため、米国会計基準に基づき、帳簿価額を回収可能価

額（2,276百万円）まで減額し、当該減少額（718百万円）を減損損失として計上しております。なお、回収可能

価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを主に12.3％で割り引いて算定しております。

連結子会社㈱ベネッセコーポレーションの台湾における通信教育事業に係る自社利用ソフトウエア等につい

ては、収益性が低下したため、回収可能価額をゼロと見積り、減損損失を計上しております。

連結子会社㈱ベネッセスタイルケアの入居介護サービス事業における建物等については、収益性の低下等に

より、回収可能価額を保守的にゼロと見積り、減損損失として計上しております。

連結子会社㈱ミネルヴァインテリジェンスの子ども向け英語教室事業における建物等については、採算が悪

化しているため、回収可能価額を保守的にゼロと見積り、減損損失として計上しております。

連結子会社㈱アップの学習塾・予備校運営事業における建物等については、採算が悪化しているため、回収

可能価額を保守的にゼロと見積り、減損損失として計上しております。

　

※７ 在外連結子会社リストラクチャリング費用

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）　

在外連結子会社Berlitz Corporationにおける事業構造の改善のためのリストラクチャリングに伴う損失であり

ます。
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 899百万円 341百万円

組替調整額 △508 △215

 税効果調整前 390 125

 税効果額 △122 △37

 その他有価証券評価差額金 267 88

為替換算調整勘定   

当期発生額 △893百万円 △786百万円

組替調整額 29 △48

 税効果調整前 △864 △835

 税効果額 ― ―

 為替換算調整勘定 △864 △835

退職給付に係る調整額   

当期発生額 1,458百万円 △484百万円

組替調整額 815 317

 税効果調整前 2,274 △166

 税効果額 △628 36

　退職給付に係る調整額 1,646 △130

持分法適用会社に対する持分相当額   

当期発生額 12百万円 20百万円

組替調整額 0 △2

 税効果調整前 12 17

 税効果額 △0 △0

 持分法適用会社に対する
 持分相当額

11 17

その他の包括利益合計 1,061百万円 △860百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度期首
株式数 (株)

前連結会計年度
増加株式数 (株)

前連結会計年度
減少株式数 (株)

前連結会計年度末
株式数 (株)

普通株式 102,453,453 ― ― 102,453,453

合計 102,453,453 ― ― 102,453,453
 

　
 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度期首
株式数 (株)

前連結会計年度
増加株式数 (株)

前連結会計年度
減少株式数 (株)

前連結会計年度末
株式数 (株)

普通株式(注) 6,264,793 490 ― 6,265,283

合計 6,264,793 490 ― 6,265,283
 

　
(注) 変動事由の概要

株式数の増加の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　 490株

 

３．新株予約権等に関する事項

区分 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 前連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結会計
年度期首

前連結会計
年度増加

前連結会計
年度減少

前連結会計
年度末

提出会社

平成27年ストック・オプション
としての新株予約権

普通株式 ― 107

平成28年ストック・オプション
としての新株予約権

普通株式 ― 7

合計 ― 115
 

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成28年５月11日
取締役会

普通株式 4,568 47.50 平成28年３月31日 平成28年６月27日

平成28年10月31日
取締役会

普通株式 4,568 47.50 平成28年９月30日 平成28年12月５日
 

 

(2) 基準日が前連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月８日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,568 47.50 平成29年３月31日 平成29年６月26日
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当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数 (株)

当連結会計年度
増加株式数 (株)

当連結会計年度
減少株式数 (株)

当連結会計年度末
株式数 (株)

普通株式(注) 102,453,453 10,608 ― 102,464,061

合計 102,453,453 10,608 ― 102,464,061
 

　
(注)変動事由の概要

株式数の増加の内訳は、次のとおりであります。

譲渡制限付株式報酬の付与を目的とした新株式の有償発行による増加    10,608株

 
２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数 (株)

当連結会計年度
増加株式数 (株)

当連結会計年度
減少株式数 (株)

当連結会計年度末
株式数 (株)

普通株式(注) 6,265,283 500 109,680 6,156,103

合計 6,265,283 500 109,680 6,156,103
 

　
(注) 変動事由の概要

株式数の増加の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　　　 　　    500株

株式数の減少の内訳は、次のとおりであります。

ストック・オプション権利行使に伴う自己株式の処分による減少　　　109,600株

単元未満株式の処分による減少　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  80株

 
３．新株予約権等に関する事項

区分 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

平成27年ストック・オプション
としての新株予約権

普通株式 ― 78

平成28年ストック・オプション
としての新株予約権

普通株式 ― 21

合計 ― 99
 

 
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月８日
取締役会

普通株式 4,568 47.50 平成29年３月31日 平成29年６月26日

平成29年11月６日
取締役会

普通株式 4,574 47.50 平成29年９月30日 平成29年12月４日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年５月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,574 47.50 平成30年３月31日 平成30年６月25日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

現金及び預金勘定 113,542百万円 134,206百万円

有価証券勘定 30,301 23,599

預入期間が３ヵ月を超える定期預金等 △9,041 △9,901

運用期間が３ヵ月を超えるユーロ
円債・コマーシャルペーパー等

△15,801 △9,599

現金及び現金同等物 119,001 138,304
 

　

※２　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

株式の売却により㈱TMJ及びその子会社５社が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳

並びに株式の売却価額と売却による収入は次のとおりであります。

 
 流動資産 7,027 百万円

 固定資産 3,105  

 流動負債 △4,468  

 固定負債 △529  

 その他有価証券評価差額金 △51  

 為替換算調整勘定 △29  

 退職給付に係る調整累計額 13  

 非支配株主持分 △2,118  

 株式売却に伴う付随費用 300  

 子会社株式売却益 12,681  

 株式の売却価額 15,930  

 株式売却に伴う付随費用 △300  

 子会社の現金及び現金同等物 △2,720  

 差引：子会社株式の売却による収入 12,909  
 

 

　３　重要な非資金取引の内容

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

リース資産 13,810百万円 7,360百万円

リース債務 13,976 7,809
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(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

借主分

(1) リース資産の内容

有形固定資産

主として、高齢者向けホーム及び住宅における土地及び建物、並びに情報処理関連機器であります。

無形固定資産

主として、ソフトウエアであります。

　

(2) リース資産の減価償却費の方法

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４.会計方針に関する事項」における「(2)　重要な

減価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

借主分

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

１年内 13,399百万円 13,517百万円

１年超 66,801 64,698

合計 80,200 78,215
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取組方針

当社グループは、余資の資金運用については年間の資金使途及び使用時期に合わせて、流動性、安全性を重視

した運用を行っております。特にデリバティブ取引については、各種のリスクをヘッジすること及び効率的な資

金運用を行うことを中心とし、いわゆるレバレッジ効果の高いものはリスクの高い取引と位置付け、取組をして

おりません。また、不測の事態が発生した際に、機動的かつ安定的に運転資金を調達出来るよう、当座借越枠の

設定を行っております。

 

(2)　金融商品の内容及びそのリスク

受取手形及び売掛金、未収入金、並びに長期貸付金は、取引先信用リスクに晒されております。外貨建債権は

為替変動リスクに晒されております。デリバティブ取引は、主に為替予約取引及び金利通貨スワップ取引であ

り、在外子会社からの受取配当金、外貨建借入金の為替変動リスク及び外貨建借入金の金利変動リスクの回避を

目的として行っておりますが、これらの取引は、為替変動リスク、金利変動リスク及び取引先信用リスクに晒さ

れております。有価証券及び投資有価証券は、主にコマーシャルペーパー、譲渡性預金、信託受益権、債券であ

り、その他は一定の枠内で保有する株式、株式投資信託等であります。これらは発行体の信用リスク、為替変動

リスク、金利変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。また、ファイナンス・リース取引に係

るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としております。

 支払手形及び買掛金、未払金、並びに未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に当社

における今後の事業投資等に係る資金調達であります。これらのうち、変動金利による借入は金利変動リスク

に、外貨建の借入は為替変動リスク及び金利変動リスクに晒されております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ

手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項(7)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

 

 

(3)　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスクの管理

受取手形及び売掛金、未収入金、並びに長期貸付金の信用リスクについては、「債権管理規程」に従い、当社

グループの各部門における統括責任者が債権の種類ごとに相手先、期日、金額及び残高を管理するとともに、回

収懸念の早期把握や軽減を図り、また財務部において相手先の信用状況の把握を定期的に実施し、リスクを管理

しております。

　有価証券の発行体の信用リスクについては、「資金運用規程」に従い、財務部において、格付情報及び信用状

況等の把握を定期的に実施しリスクを管理しております。デリバティブ取引の取引先信用リスクについては、デ

リバティブ取引の契約先がいずれも信用度の高い金融機関であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほと

んどないと認識しております。
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②　市場リスクの管理

有価証券及び投資有価証券の為替変動リスク、金利変動リスク及び市場価格の変動リスクについては、主とし

て財務部において、市場価格のあるものは常時、市場価格のないものについても定期的に取引金融機関から価格

情報を取得し、把握しております。なお、有価証券の取引については、「資金運用規程」により取引権限及び取

引限度額が規定されており、財務部は当該規程を遵守した取引を行うとともに、運用状況については常時把握

し、週次で代表取締役社長に、運用状況に著しい変動があった場合、または四半期ごとに取締役会にそれぞれ報

告しております。

　外貨建金銭債権に係る為替変動リスクについては、為替予約取引により、外貨建借入金に係る為替変動リスク

及び金利変動リスクについては、金利通貨スワップ取引により、そのリスクをヘッジしております。また、借入

金に係る支払金利の変動リスクを抑制するため、一部固定金利により借入をしております。

　デリバティブ取引は、主に為替予約取引及び金利通貨スワップ取引であり、為替変動リスク及び外貨建借入金

の金利変動リスクについては、「デリバティブ取引規程」により取引権限及び取引限度額を規定しており、また

財務部が為替予約取引等の評価損益状況等を常時把握し、週次で代表取締役社長に、状況に著しい変動があった

場合、または四半期ごとに取締役会にそれぞれ報告しております。

 

③　資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部門からの報告等をもとに、財務部が年間の資金繰計画を立案するとともに、日次で入出金の状況

を把握し、月次で資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。連結子会社につ

いても、当社に準じて、同様の管理を行っております。

 

(4)  金融商品の時価等に関する事項について補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することもあります。

　また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものについては、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

 

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

(1)　現金及び預金 113,542 113,542 ―

(2)　受取手形及び売掛金 32,023   

　　　　貸倒引当金(※1) △1,591   

 30,431 30,431 ―

(3)　未収入金 38,348   

　　　　貸倒引当金(※1) △3   

 38,344 38,344 ―

(4)　有価証券及び投資有価証券    

　　　　 その他有価証券 39,719 39,719 0

(5)　長期貸付金(※2) 4,729   

　　　　貸倒引当金(※1) △17   

 4,711 5,289 578

資産計 226,750 227,328 578

(1)　支払手形及び買掛金 16,707 16,707 ―

(2)　未払金 26,605 26,605 ―

(3)　未払法人税等 5,280 5,280 ―

(4)　長期借入金 37,805 38,004 199

(5)　リース債務(※2) 68,022 72,743 4,720

負債計 154,421 159,341 4,920

デリバティブ取引(※3) (10) (10) ―
 

(※1)受取手形及び売掛金、未収入金、並びに長期貸付金に対して計上している貸倒引当金を控除しておりま

す。

(※2)長期貸付金及びリース債務の連結貸借対照表計上額及び時価は、１年内に回収又は返済期日の到来するも

のを含んでおります。また、一体処理（特例処理・振当処理）を行っている金利通貨スワップの時価は、

長期借入金に含めております。

(※3)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については( )で示しております。
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当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

(1)　現金及び預金 134,206 134,206 ―

(2)　受取手形及び売掛金 30,863   

　　　　貸倒引当金(※1) △1,542   

 29,321 29,321 ―

(3)　未収入金 41,621   

　　　　貸倒引当金(※1) △4   

 41,617 41,617 ―

(4)　有価証券及び投資有価証券    

　　　　 その他有価証券 32,684 32,685 0

(5)　長期貸付金(※2) 4,484   

　　　　貸倒引当金(※1) △0   

 4,483 5,106 622

資産計 242,313 242,936 622

(1)　支払手形及び買掛金 17,033 17,033 ―

(2)　未払金 27,114 27,114 ―

(3)　未払法人税等 5,754 5,754 ―

(4)　長期借入金(※2) 37,805 37,902 96

(5)　リース債務(※2) 73,291 78,193 4,902

負債計 160,999 165,998 4,999
 

(※1)受取手形及び売掛金、未収入金、並びに長期貸付金に対して計上している貸倒引当金を控除しておりま

す。

(※2)長期貸付金、長期借入金及びリース債務の連結貸借対照表計上額及び時価は、１年内に回収又は返済期日

の到来するものを含んでおります。また、一体処理（特例処理・振当処理）を行っている金利通貨スワッ

プの時価は、長期借入金に含めております。

 

(注１)  金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

  　    資　産

(1)　現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(4)　有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券、証券投資信託受益証券等は取引所

の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は、「有価証券関係」注記を参照ください。

(5)　長期貸付金

貸付金は主として建設協力金であり、時価については、契約年数の未経過年数を基に国債の利回りを

使用して算定する方法によっております。
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      　負　債

(1)　支払手形及び買掛金、(2) 未払金、並びに(3) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(4)　長期借入金、(5) リース債務

これらの時価について、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、一部の長期借入金については、金利通

貨スワップの一体処理（特例処理・振当処理）の対象とされており、円貨建固定利付長期借入金とみ

て、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。

 

     　 デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

内容 平成29年３月31日 平成30年３月31日

　非上場株式 1,370 1,169

　投資事業有限責任組合 1,338 1,390

　関連会社株式 2,189 2,489

合計 4,898 5,049
 

(※) 上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を

把握することが極めて困難と認められるため、「(4)有価証券及び投資有価証券」には含めておりませ

ん。
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(注３)  金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後における償還予定額

 

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

預金 113,307 ― ― ―

受取手形及び売掛金 32,023 ― ― ―

未収入金 38,348 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　①　債券 2,700 2,960 ― ―

　　②　その他 27,600 432 1,000 ―

合計 30,300 3,393 1,000 ―

長期貸付金 316 1,263 1,184 1,965
 

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

預金 133,745 ― ― ―

受取手形及び売掛金 30,863 ― ― ―

未収入金 41,621 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　①　債券 1,500 2,931 ― ―

　　②　その他 22,100 968 ― ―

合計 23,600 3,899 ― ―

長期貸付金 324 1,169 1,177 1,812
 

 

(注４) 長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

 

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

長期借入金 ― 5,000 19,000 13,805 ― ―

リース債務 2,135 2,016 1,841 1,691 1,541 58,796

合計 2,135 7,016 20,841 15,496 1,541 58,796
 

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

長期借入金 5,000 19,000 13,805 ― ― ―

リース債務 2,119 2,024 1,916 1,801 1,764 63,664

合計 7,119 21,024 15,722 1,801 1,764 63,664
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(有価証券関係)

 

１．その他有価証券

 

　前連結会計年度（平成29年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

①　株式 4,475 2,421 2,053

②　債券 3,550 3,420 129

③　その他 20 6 14

小計 8,046 5,848 2,197

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

①　株式 376 400 △23

②　債券 2,193 2,200 △6

③　その他 29,102 29,217 △115

小計 31,673 31,818 △144

合計 39,719 37,666 2,052
 

(注)　非上場株式（連結貸借対照表計上額1,370百万円）、投資事業有限責任組合（連結貸借対照表計上額1,338百万

円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

　当連結会計年度（平成30年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

①　株式 5,042 2,731 2,311

②　債券 1,981 1,903 77

③　その他 ― ― ―

小計 7,023 4,634 2,389

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

①　株式 97 109 △11

②　債券 2,494 2,500 △5

③　その他 23,068 23,104 △36

小計 25,660 25,714 △53

合計 32,684 30,349 2,335
 

(注)　非上場株式（連結貸借対照表計上額1,169百万円）、投資事業有限責任組合（連結貸借対照表計上額1,390百万

円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

 

　前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

区分
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

　①　株式 815 577 ―

　②　債券 ― ― ―

　③　その他 ― ― ―

合計 815 577 ―
 

 

　当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

区分
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

　①　株式 267 43 ―

　②　債券 ― ― ―

　③　その他 ― ― ―

合計 267 43 ―
 

 

　　

(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成29年３月31日）

区分 種類
契約額等
（百万円）

契約額等
のうち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引
以外の取引

通貨オプション取引
 

    

 買建コール―米ドル
 

1,400
( 10 )

―
―

 
0

 
△10

合計 1,400 ― 0 △10
 

(注) １　時価の算定方法

(1)通貨オプション取引

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２　「契約額等」欄の（ ）の金額は、オプション料です。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

　　該当事項はありません。
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利通貨関連

前連結会計年度（平成29年３月31日）

ヘッジ会計の方法デリバティブ取引の種類等 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
1年超

（百万円）

時価
（百万円）

金利通貨スワップ
の一体処理（特例
処理・振当処理）

金利通貨スワップ取引
長期借入金 9,805 9,805 （注）―

支払固定・受取変動
 

(注) 金利通貨スワップの一体処理（特例処理・振当処理）によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と

一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 
当連結会計年度（平成30年３月31日）

ヘッジ会計の方法デリバティブ取引の種類等 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
1年超

（百万円）

時価
（百万円）

金利通貨スワップ
の一体処理（特例
処理・振当処理）

金利通貨スワップ取引
長期借入金 9,805 9,805 （注）―

支払固定・受取変動
 

(注) 金利通貨スワップの一体処理（特例処理・振当処理）によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と

一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、退職金規定に基づく退職一時金制度及び年金制度としてベネッセグループ企業年金

基金（平成16年４月１日設立）を設置しております。なお、同企業年金基金は複数事業主制度であり、当社及び国

内連結子会社各社の拠出に対応する年金資産を合理的に計算することができることから、確定給付制度に含めて記

載しております。また、同企業年金基金は、キャッシュバランスプラン（市場金利連動型年金）制度であります。

連結子会社㈱ベネッセコーポレーションの退職一時金制度は、平成16年４月１日付で、年度毎に支払い確定額を

支給する退職前払い金制度を採用しております。

在外連結子会社Berlitz Corporationにおいては、上級役職者に対して確定給付型退職年金制度等を有しており、

米国会計基準に従った処理を行っております。

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。また、一部の連結子会社は、確定拠出制度を採用し

ております。

 
2. 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

(百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

退職給付債務の期首残高 24,222 23,633

勤務費用 1,488 1,414

利息費用 160 191

数理計算上の差異の発生額 △1,216 530

退職給付の支払額 △993 △771

過去勤務費用の発生額 ― 168

在外連結子会社の換算差額 △27 △33

連結除外による減少額 ― △579

その他 ― 1

退職給付債務の期末残高 23,633 24,556
 

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

(百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

年金資産の期首残高 17,189 17,974

期待運用収益 343 355

数理計算上の差異の発生額 272 208

事業主からの拠出額 747 741

退職給付の支払額 △578 △366

連結除外による減少額 ― △388

その他 0 0

年金資産の期末残高 17,974 18,523
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(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

(百万円)

 
前連結会計年度

 

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

 

(平成30年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 16,264 16,957

年金資産 △17,974 △18,523

 △1,710 △1,566

非積立型制度の退職給付債務 7,368 7,599

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,658 6,033

   

退職給付に係る負債(注２) 7,369 7,599

退職給付に係る資産 △1,710 △1,566

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,658 6,033
 

(注) １　簡便法を適用した制度を含みます。

２　「退職給付に係る負債」には、米国会計基準に基づき、流動負債のその他に計上されている12ヵ月以内に支

払が予定されている上級役職者向け確定給付型年金前連結会計年度196百万円、当連結会計年度190百万円が

含まれております。

　

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

(百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

勤務費用（注１、２） 2,153 2,076

利息費用 160 191

期待運用収益 △343 △355

数理計算上の差異の費用処理額 739 291

過去勤務費用の費用処理額 66 0

確定給付制度に係る退職給付費用 2,776 2,204
 

(注) １　連結子会社㈱ベネッセコーポレーションにおける退職前払い金制度による従業員に対する前払退職金支給

予定額前連結会計年度665百万円、当連結会計年度661百万円が含まれております。

　　 ２　上記の退職給付費用以外に割増退職金を特別損失「在外連結子会社リストラクチャリング費用」に当連結

会計年度217百万円計上しております。

 

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

(百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

過去勤務費用 66 △168

数理計算上の差異 2,208 1

合計 2,274 △166
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(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

(百万円)

 
前連結会計年度

 

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

 

(平成30年３月31日)

未認識過去勤務費用 3 △165

未認識数理計算上の差異 △1,525 △1,524

合計 △1,522 △1,689
 

 

(7) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

 

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

 

(平成30年３月31日)

債券 33% 33%

株式 19% 20%

一般勘定 19% 18%

現金及び預金 4% 5%

その他 25% 24%

合計 100% 100%
 

(注) 年金資産には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託はありません。

 
②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 
(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

 
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

割引率   

当社及び国内連結子会社 主として0.6％ 主として0.5％

在外連結子会社 主として3.6％ 主として3.3％

長期期待運用収益率   

当社及び国内連結子会社 主として2.0％ 主として2.0％

予想昇給率   

当社及び国内連結子会社 主として7.1％ 主として7.1％

在外連結子会社 主として2.0％ 主として2.0％
 

 

3. 確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度374百万円、当連結会計年度369百万円であります。
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(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

 前連結会計年度 当連結会計年度

販売費及び一般管理費のその他 73百万円 25百万円

 

 
 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成27年７月31日 平成28年９月９日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役（社外取締役及び非
常勤取締役を除く）

３名 当社取締役（社外取締役及び非
常勤取締役を除く）

３名

当社従業員（執行役員を含む） 17名

株式の種類及び付与数 普通株式335,000株 普通株式97,500株

付与日 平成27年８月３日 平成28年９月12日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けた者は、 権
利行使の時点において、当社又は当
社の子会社の取締役、監査役、執行
役員、従業員のいずれかの地位にあ
ることを要する。(注)　
その他の細目については、定時株主
総会決議及び取締役会決議に基づ
き、当社と対象取締役及び対象従業
員との間で締結する「新株予約権割
当契約書」に定めるものとする。

新株予約権の割当を受けた者は、 権
利行使の時点において、当社又は当
社の子会社の取締役、監査役、執行
役員、従業員のいずれかの地位にあ
ることを要する。(注)　
その他の細目については、定時株主
総会決議及び取締役会決議に基づ
き、当社と対象取締役及び対象従業
員との間で締結する「新株予約権割
当契約書」に定めるものとする。

対象勤務期間
自 平成27年８月３日 平成28年９月12日

至 平成29年８月３日 平成30年９月12日

権利行使期間
自 平成29年８月４日 自 平成30年９月13日

至 平成34年８月３日 至 平成35年９月12日
 

(注)　任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りではありません。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成30年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成27年７月31日 平成28年９月９日

権利確定前（株）   

　前連結会計年度末 208,100 97,500

　付与 ― ―

　失効 10,000 ―

　権利確定 198,100 ―

　未確定残 ― 97,500

権利確定後　（株）   

　前連結会計年度末 119,400 ―

　権利確定 198,100 ―

　権利行使 109,600 ―

　失効 ― ―

　未行使残 207,900 ―
 

 

②単価情報

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成27年７月31日 平成28年９月９日

権利行使価格　(円) 3,513 2,639

行使時平均株価　(円) 4,374 ―

付与日における公正な
評価単価　(円)

377 277
 

 

３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　　　当連結会計年度に付与されたストック・オプションはありません。

 
４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

(1) 繰延税金資産の発生原因別の主な内訳

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

(流動)   

繰延税金資産   

賞与引当金 2,093百万円 2,182百万円

売掛金 930 1,279

未払事業税 293 515

未払社会保険料 337 360

たな卸資産 570 282

未払金 243 206

未払費用 103 61

その他 564 415

小計 5,137 5,304

評価性引当額 △603 △346

繰延税金資産合計 4,533 4,958

繰延税金負債（流動）との相殺 △839 △1,684

繰延税金資産の純額 3,694 3,273

   

(固定)   

繰延税金資産   

繰越欠損金 9,507百万円 10,155百万円

減価償却費 4,962 4,699

未払費用 2,052 1,638

退職給付に係る負債 1,369 1,394

長期未払金 1,099 960

減損損失 1,367 830

敷金及び保証金 253 385

繰延収益 644 352

繰延消費税等 173 263

固定資産未実現利益消去 74 210

たな卸資産 203 144

投資有価証券 133 135

その他 737 473

小計 22,579 21,645

評価性引当額 △17,078 △17,974

繰延税金資産合計 5,500 3,670

繰延税金負債（固定）との相殺 △3,904 △2,028

繰延税金資産の純額 1,596 1,642
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(2) 繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

(流動)   

繰延税金負債   

たな卸資産 810百万円 1,678百万円

その他 29 5

繰延税金負債合計 839 1,684

繰延税金資産（流動）との相殺 △839 △1,684

繰延税金負債の純額 ― ―

   

(固定)   

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 732百万円 771百万円

関係会社の留保利益 749 657

退職給付に係る資産 530 483

無形固定資産 2,051 260

その他 400 324

繰延税金負債合計 4,464 2,496

繰延税金資産（固定）との相殺 △3,904 △2,028

繰延税金負債の純額 560 468
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

法定実効税率 30.9％ 30.9％

（調整）   

子会社株式売却益の連結修正                 ― 4.1％

のれん償却費 7.4 3.1

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.9 3.1

住民税均等割額 5.4 2.2

外国源泉所得税 2.5 1.5

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.0 0.8

評価性引当額の増減 △11.6 △2.7

所得拡大促進税制による税額控除 ― △1.9

連結子会社との法人税等負担差 0.1 △1.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.0 △1.0

関係会社の留保利益 8.5 △0.4

その他 0.7 △1.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.8 36.8
 

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

平成29年12月22日に米国において税制改革法が成立し、米国連結子会社に適用される連邦法人税率は、35％から

21％に引き下げられることとなりました。

この引き下げにより、当連結会計年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）が175百万円減少し、

法人税等調整額が174百万円増加しております。
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(資産除去債務関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(賃貸等不動産関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの各社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、当社の取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

当社グループは、「国内教育カンパニー」「海外事業カンパニー」「介護・保育カンパニー」「語学カンパ

ニー」の４つのカンパニーに経営資源を重点的に投資し、グループ全体で長期的な成長を目指しております。

したがって、当社グループは４つのカンパニーを基盤とした製品・サービス別のセグメントから構成されてお

り、「国内教育カンパニー」「海外事業カンパニー」「介護・保育カンパニー」「語学カンパニー」の４つを報

告セグメントとしております。

「国内教育カンパニー」においては、通信教育事業や学校向け事業、学習塾・予備校事業、子ども向け英語教

室事業等を行っております。

「海外事業カンパニー」においては、主に中国、台湾で、幼児向けを中心とした通信教育事業等を行っており

ます。

「介護・保育カンパニー」においては、入居介護サービス事業（高齢者向けホーム及び住宅運営）、在宅介護

サービス事業、介護研修事業、看護師及び介護職の人材紹介事業、保育園・学童運営事業等を行っております。

「語学カンパニー」においては、語学教育事業、ELS事業、グローバル人材教育事業、通訳・翻訳事業等を行っ

ております。

 
　（報告セグメントの変更等に関する事項）

従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であった、㈱東京教育研については同日現在の財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりましたが、連結納税制度を適

用したことを契機として、同社が決算日を３月31日に変更したことに伴い、当連結会計年度は平成29年１月１日

から平成30年３月31日までの15か月間を連結しております。

また、連結子会社のうち決算日が２月28日であった、㈱お茶の水ゼミナールについては同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりましたが、連結納税

制度を適用したことを契機として、同社が決算日を３月31日に変更したことに伴い、当連結会計年度は平成29年

３月１日から平成30年３月31日までの13か月間を連結しております。

　これらにより、当連結会計年度の国内教育カンパニーにおける売上高が894百万円、セグメント利益が208百万

円それぞれ増加しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益の数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度　（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他

(注)
合計国内教育

カンパニー

海外事業

カンパニー

介護・保育

カンパニー

語学

カンパニー
計

売上高        

　外部顧客への売上高 194,406 28,046 102,996 60,282 385,732 44,331 430,064

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
119 24 94 1,472 1,710 28,068 29,779

計 194,526 28,070 103,090 61,754 387,442 72,400 459,843

セグメント利益又は損失 1,671 3,136 8,186 △479 12,515 1,996 14,512

セグメント資産 170,216 25,426 152,714 40,089 388,447 33,001 421,449

その他の項目        

　減価償却費 10,401 268 3,952 1,852 16,474 1,661 18,135

　のれんの償却額 971 － 533 702 2,208 38 2,247

　持分法適用会社への投資額 637 63 － － 700 1,552 2,253

　有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額
5,724 461 15,258 1,198 22,644 770 23,414

 

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、テレマーケティング事業、通信販

売事業、雑誌の出版及び情報システムの保守・運用事業、並びに情報処理サービス事業等を含んでおります。

　

当連結会計年度　（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

(注１)

（注２）

合計国内教育

カンパニー

海外事業

カンパニー

介護・保育

カンパニー

語学

カンパニー
計

売上高        

　外部顧客への売上高 205,160 29,089 111,812 57,132 403,195 31,301 434,497

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
323 61 84 1,801 2,270 23,674 25,945

計 205,483 29,150 111,897 58,934 405,466 54,975 460,442

セグメント利益又は損失 9,958 2,102 8,850 △3,779 17,132 870 18,002

セグメント資産 178,228 27,771 162,758 35,085 403,844 20,468 424,313

その他の項目        

　減価償却費 9,976 244 4,369 1,861 16,451 1,289 17,740

　のれんの償却額 1,071 － 533 603 2,208 19 2,228

　持分法適用会社への投資額 819 69 － － 888 1,669 2,558

　有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額
7,848 421 9,547 904 18,722 718 19,440

 

(注)１. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、テレマーケティング事業、通

  信販売事業、雑誌の出版及び情報システムの保守・運用事業、並びに情報処理サービス事業等を含んでお 

  ります。　

　　２．「その他」を構成していた連結子会社㈱TMJのテレマーケティング事業については、当社の保有する全株式

　 を平成29年10月２日付で譲渡したことに伴い、同社及びその子会社５社の業績は第２四半期連結会計期間

　　　　の末日まで計上しております。

　

 

EDINET提出書類

株式会社ベネッセホールディングス(E04939)

有価証券報告書

 89/116



 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 387,442 405,466

「その他」の区分の売上高 72,400 54,975

セグメント間取引消去 △29,779 △25,945

連結財務諸表の売上高 430,064 434,497
 

 

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 12,515 17,132

「その他」の区分の利益 1,996 870

セグメント間取引消去 △667 37

全社費用（注） △6,158 △5,414

連結財務諸表の営業利益 7,685 12,626
 

(注)　全社費用は、報告セグメントに帰属しない持株会社に係る費用等であります。

 

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 388,447 403,844

「その他」の区分の資産 33,001 20,468

セグメント間取引消去 △15,426 △12,645

全社資産（注） 75,882 84,939

連結財務諸表の資産合計 481,904 496,607
 

(注)　全社資産は、報告セグメントに帰属しない持株会社における有価証券等であります。

 

（単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額(注) 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 16,474 16,451 1,661 1,289 1 △7 18,137 17,733

のれんの償却費 2,208 2,208 38 19 - - 2,247 2,228

持分法適用会社への投資額 700 888 1,552 1,669 - - 2,253 2,558

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

22,644 18,722 770 718 194 △21 23,609 19,419
 

(注)　「調整額」は、次のとおりであります。

(1) 減価償却費の調整額には、セグメント間取引に係る未実現損益の消去（前連結会計年度△250百万円、当

連結会計年度△251百万円）、報告セグメントに帰属しない持株会社における減価償却費（前連結会計年

度252百万円、当連結会計年度244百万円）が含まれております。

(2) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額には、セグメント間取引に係る未実現損益の消去（前連

結会計年度△230百万円、当連結会計年度△280百万円）、報告セグメントに帰属しない持株会社における

設備投資（前連結会計年度425百万円、当連結会計年度259百万円）が含まれております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

  (単位：百万円)

日本 その他 合計

355,203 74,860 430,064
 

(注)　売上高は顧客の所在地別を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産合計の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

 

当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

  (単位：百万円)

日本 その他 合計

361,644 72,853 434,497
 

(注)　売上高は顧客の所在地別を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産合計の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

      (単位：百万円)

 
国内教育
カンパニー

海外事業
カンパニー

介護・保育
カンパニー

語学
カンパニー

その他 全社・消去 合計

減損損失 534 － 118 － 214 － 867
 

 

 当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

      (単位：百万円)

 
国内教育
カンパニー

海外事業
カンパニー

介護・保育
カンパニー

語学
カンパニー

その他 全社・消去 合計

減損損失 31 98 25 718 － － 873
 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

 前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

      (単位：百万円)

 
国内教育
カンパニー

海外事業
カンパニー

介護・保育
カンパニー

語学
カンパニー

その他
(注２)

全社・消去 合計

当期末残高 4,948 － 4,955 3,460 246 － 13,611
 

(注) １　のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２　「その他」の金額は、テレマーケティング事業に係るものであります。

 

 当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

      (単位：百万円)

 
国内教育
カンパニー

海外事業
カンパニー

介護・保育
カンパニー

語学
カンパニー

その他 全社・消去 合計

当期末残高 3,877 － 4,421 2,358 － － 10,657
 

(注) のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
　

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

 

前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事
者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及
びその
近親者

福武　總一郎 ― ― 当社名誉顧問
被所有
直接0%

株式の
譲渡

投資有価証券の売却
当該取引に係る投資有価証
券売却益

20
 
19

― ―

商品等の
購入

理事長を務める(公財)福武
財団から、当社株主優待に
使用するための商品等の購
入

14 ― ―

山河　健二 ― ―
当社エリア・教
室カンパニー長

被所有
直接0%

金銭の
寄付

理事を務めるNPO法人教育テ
スト研究センターとの取
引※
当該財団に対する寄附金

16 ― ―

福武　英明 ― ― 当社社外取締役
被所有
直接0%
間接15.2%

美術工芸
品の売却

代表を務めるFUKUTAKE FINE
ART PTE. LTD. へ、当社保
有の美術工芸品を売却
当該取引に係る固定資産売
却益

 
3,370
 

2,919

― ―

 

　(注) １　取引金額には消費税等は含まれておりません。

      ２　投資有価証券の売却価額については、取得価額等を勘案し、双方協議のうえ決定しております。

      ３　商品等の購入については、取引条件ないし取引条件の決定方法は一般取引条件と同様であります。

４　※の取引は、いわゆる第三者のためのものであります。

５　福武英明氏が代表を務めるFUKUTAKE FINE ART PTE. LTD.は、efu Investment Limitedの100％子会社であ

り、同氏が代表を務めるefu Investment Limitedは、当社議決権の15.2％となる14,668千株を保有し、う

ち、6,809千株は日本マスタートラスト信託銀行㈱に対して信託財産として拠出しております。また、美術

工芸品の売却は、複数の鑑定会社の鑑定結果に基づき、売却価額を決定しております。

 
当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事
者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及
びその
近親者

福武　總一郎 ― ― 当社名誉顧問
被所有
直接0%

業務委託
理事長を務める(公財)福武
財団への美術品管理業務等
の委託費の支払

   10 未払金     0

安達　保 ― ―
当社代表取締役
社長

被所有
直接0%

譲渡制限
付株式の
発行

譲渡制限付株式の発行 17 ― ―

小林　仁 ― ―
当社代表取締役
副社長

被所有
直接0%

譲渡制限
付株式の
発行

譲渡制限付株式の発行
 
11
 
― ―

 

　(注) １　取引金額には消費税等は含まれておりません。

      ２　業務委託費については、委託内容を勘案し、両者協議のうえ決定しております。

３　譲渡制限付株式の発行については、第63期定時株主総会において承認された方針に基づき、平成29年７月21

日開催の取締役会において決定しております。
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(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

 

前連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及
びその
近親者

福武　總一郎 ― ― 当社名誉顧問
被所有
直接0%

美術館運
営の受託

理事長を務める(公財)福武
財団から、子会社である㈱
直島文化村への美術館運営
の受託※

10 売掛金 0

福原　賢一 ― ―
当社代表取締役
副会長

被所有
直接0%

金 銭 の
寄 附

副理事長を務める(公財)ベ
ネッセこども基金との取
引※
当該財団に対する寄附金

152
未払金
長期未
払金

150
 

3,088

 

(注) １　取引金額には消費税等は含まれておりません。

２　※の取引は、いわゆる第三者のためのものであります。

 

当連結会計年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及
びその
近親者

福武　總一郎 ― ― 当社名誉顧問
被所有
直接0%

出向者の
派遣

理事長を務める(公財)福武
財団への、子会社である㈱
直島文化村からの出向者の
派遣

12
未収入
金

1

福原　賢一 ― ―
当社代表取締役
副会長

被所有
直接0%

金 銭 の
寄 附

副理事長を務める(公財)ベ
ネッセこども基金との取
引※
当該財団に対する寄附金

154
未払金
長期未
払金

150
 

2,938

 

(注) １　取引金額には消費税等は含まれておりません。

２　出向者の派遣に対する出向料は、出向元の給与を基準に双方協議のうえ決定しております。

３　※の取引は、いわゆる第三者のためのものであります。

 
２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

　該当事項はありません。

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

事業分離

当社は、平成29年10月２日付で、連結子会社㈱TMJ（本社：東京都新宿区、以下「TMJ」）について、当社の保有

する全株式をセコム㈱（本社：東京都渋谷区）に譲渡いたしました。

　

(1) 事業分離の概要

　① 分離先企業の名称

　　　 セコム㈱（以下「セコム」）

　　② 分離した事業の内容

      TMJ及びその子会社５社の営む事業は以下のとおりであります。

　　　 コンタクトセンターの運営、人材派遣、企画・分析

　　　 コンタクトセンター周辺業務のアウトソーシングサービス

　　　 バックオフィスのアウトソーシングサービス

　　③ 事業分離を行った主な理由

　　　　 当社は、現在、「進研ゼミ」事業の再生と再成長に向けた施策に注力する一方、「進研ゼミ」依存の事業

　　　 構造から、バランスのとれた収益構造を持つ事業ポートフォリオへの転換を目指し、「事業の選択と集中」

　　　 に取り組んでおり、そのための手法としてM&Aの積極的な活用を重点戦略として位置付けております。

　　　　 このような状況のもと、当社グループにおけるTMJの位置付け及びTMJの今後の事業戦略を慎重に検討した

　　　 結果、セコムのサポートのもと事業成長を加速していくことがTMJのより一層の発展に繋がるとの結論に至

      り、セコムにTMJの全株式を譲渡いたしました。

　　④ 事業分離日

　　　 平成29年10月２日

　　  なお、TMJ及びその子会社５社の業績は第２四半期連結会計期間の末日まで計上しております。

 　 ⑤ 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

　　　 事業分離の法的形式　受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

　　　 譲渡する株式の数　　 3,600株（所有割合60％）

　　　 譲渡価額　　　　　　15,930百万円

 
(2) 実施した会計処理の概要

① 移転損益の金額

　　 子会社株式売却益　　　 12,681百万円

　② 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

　　 流動資産　　　　　　　　7,027百万円

　　 固定資産　　　　　　　　3,105　    

　　 資産合計　　　　　　　 10,132

　　 流動負債　　　　　　　　4,468百万円

　　 固定負債　　　　　　　　　529      

　　 負債合計　　　　　　　　4,998   

　③ 会計処理　

 　　　当該譲渡株式の連結上の帳簿価額と売却額との差額を「子会社株式売却益」として特別利益に計上しておりま

　　　 す。

　

(3) 分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称

　　　報告セグメントには含まれず、「その他」に区分しております。

　

(4) 当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　　 売上高　　　　　　　　　12,662百万円

　　　 営業利益　　　　　　　     78
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(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 1,749.37円 1,777.26円

１株当たり当期純利益 36.98円 128.79円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 36.98円 128.71円
 

(注)１． １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりでありま

す。

項目
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

１株当たり当期純利益   
親会社株主に帰属する当期純利益(百万
円)

3,557 12,397

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

3,557 12,397

普通株式の期中平均株式数(千株) 96,188 96,262

   
潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整
額(百万円)

― ―

普通株式増加数(千株) 4 61

(うち新株予約権(千株)) (4) (61)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

当社の新株予約権１種類（新株予
約権の数3,275個）
当社の新株予約権の詳細について
は、「第一部　第４　提出会社の
状況　１　株式等の状況（2）新株
予約権等の状況」に記載の通りで
あります。

―

 

 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前連結会計年度 当連結会計年度

（平成29年３月31日) （平成30年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 175,166 175,122

純資産の部の合計額から控除する

金額(百万円)
6,897 3,958

(うち新株予約権（百万円）) (115) (99)

(うち非支配株主持分（百万円）) (6,782) (3,858)

普通株式に係る純資産額(百万円) 168,268 171,164

１株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数(千株)
96,188 96,307

 

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

 

【社債明細表】

該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 5,000 0.13 ―

１年以内に返済予定のリース債務 2,135 2,119 1.80 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

37,805 32,805 0.09
平成31年４月～
平成33年１月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

65,887 71,171 1.87
平成31年４月～
平成60年１月

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 105,828 111,097 ― ―
 

(注) １　長期借入金、リース債務(ともに１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予

定額は次のとおりであります。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 19,000 13,805 ― ―

リース債務 2,024 1,916 1,801 1,764
 

 

２　平均利率は期末における利率及び残高によって計算した加重平均利率であります。

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会計年

度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。　
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等は、次のとおりであります。

 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 108,980 221,594 326,969 434,497

税金等調整前四半期（当期）
純利益

(百万円) 564 10,167 27,914 20,755

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益又は
親会社株主に帰属する四半期
（当期）純損失 (△）

(百万円) △48 6,198 19,800 12,397

１株当たり四半期（当期）純
利益又は
１株当たり四半期（当期）純
損失（△）

(円) △0.50 64.42 205.72 128.79

 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益
又は
１株当たり四半期純損失
（△）

(円) △0.50 64.90 141.24 △76.86
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 25,211 43,020

  有価証券 30,301 23,599

  繰延税金資産 121 294

  関係会社短期貸付金 11,772 11,200

  未収入金 ※1  1,178 ※1  2,742

  未収還付法人税等 1,035 －

  その他 ※1  147 ※1  152

  流動資産合計 69,768 81,009

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 2,049 1,987

   美術工芸品 3,902 3,901

   土地 1,161 1,182

   その他 624 657

   有形固定資産合計 7,737 7,728

  無形固定資産   

   商標権 5 3

   ソフトウエア 44 69

   無形固定資産合計 50 73

  投資その他の資産   

   投資有価証券 11,651 11,368

   関係会社株式 111,960 112,982

   関係会社出資金 1,676 1,676

   関係会社長期貸付金 1,971 2,241

   前払年金費用 6 3

   その他 30 19

   投資その他の資産合計 127,297 128,291

  固定資産合計 135,086 136,092

 資産合計 204,854 217,102
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  1年内返済予定の長期借入金 － 5,000

  未払金 ※1  729 ※1  1,915

  未払法人税等 123 3,190

  関係会社預り金 8,705 7,238

  賞与引当金 335 373

  役員賞与引当金 87 119

  その他 245 351

  流動負債合計 10,226 18,190

 固定負債   

  長期借入金 37,805 32,805

  長期未払金 141 141

  繰延税金負債 733 800

  その他 13 14

  固定負債合計 38,693 33,762

 負債合計 48,919 51,952

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,600 13,623

  資本剰余金   

   資本準備金 29,358 29,382

   その他資本剰余金 0 46

   資本剰余金合計 29,358 29,428

  利益剰余金   

   利益準備金 3,400 3,400

   その他利益剰余金   

    別途積立金 115,880 115,880

    繰越利益剰余金 13,816 22,423

    利益剰余金合計 133,096 141,703

  自己株式 △21,736 △21,358

  株主資本合計 154,318 163,397

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1,501 1,652

  評価・換算差額等合計 1,501 1,652

 新株予約権 115 99

 純資産合計 155,934 165,150

負債純資産合計 204,854 217,102
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②【損益計算書】
           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業収益 ※1  13,759 ※1  14,641

営業費用 ※1，※2  8,145 ※1，※2  8,235

営業利益 5,614 6,405

営業外収益   

 受取利息及び配当金 ※1  283 ※1  279

 為替差益 － 42

 投資有価証券売却益 577 43

 投資事業組合運用益 53 114

 その他 ※1  82 ※1  74

 営業外収益合計 997 554

営業外費用   

 支払利息 ※1  38 ※1  38

 為替差損 202 －

 デリバティブ運用損失 1 80

 その他 98 85

 営業外費用合計 340 203

経常利益 6,271 6,756

特別利益   

 固定資産売却益 ※3  2,919 －

 関係会社株式売却益 － ※4  15,450

 特別利益合計 2,919 15,450

特別損失   

 関係会社株式評価損 ※5  350 －

 特別損失合計 350 －

税引前当期純利益 8,841 22,206

法人税、住民税及び事業税 413 4,630

法人税等調整額 △157 △174

法人税等合計 256 4,455

当期純利益 8,585 17,750
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 13,600 29,358 0 29,358

当期変動額     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 13,600 29,358 0 29,358
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 3,400 115,880 14,369 133,649

当期変動額     

剰余金の配当   △9,137 △9,137

当期純利益   8,585 8,585

自己株式の取得     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 ― ― △552 △552

当期末残高 3,400 115,880 13,816 133,096
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △21,735 154,872 1,328 1,328 41 156,241

当期変動額       

剰余金の配当  △9,137    △9,137

当期純利益  8,585    8,585

自己株式の取得 △1 △1    △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  173 173 73 247

当期変動額合計 △1 △554 173 173 73 △306

当期末残高 △21,736 154,318 1,501 1,501 115 155,934
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 当事業年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 13,600 29,358 0 29,358

当期変動額     

新株の発行 23 23  23

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

自己株式の処分   46 46

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 23 23 46 69

当期末残高 13,623 29,382 46 29,428
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 3,400 115,880 13,816 133,096

当期変動額     

新株の発行     

剰余金の配当   △9,143 △9,143

当期純利益   17,750 17,750

自己株式の取得     

自己株式の処分     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 ― ― 8,607 8,607

当期末残高 3,400 115,880 22,423 141,703
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △21,736 154,318 1,501 1,501 115 155,934

当期変動額       

新株の発行  47    47

剰余金の配当  △9,143    △9,143

当期純利益  17,750    17,750

自己株式の取得 △2 △2    △2

自己株式の処分 380 426   △41 385

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  151 151 25 177

当期変動額合計 378 9,079 151 151 △15 9,215

当期末残高 △21,358 163,397 1,652 1,652 99 165,150
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）

②満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

③子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

④その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

なお、預金と同様の性格を有する有価証券については移動平均法による原価法によっております。

時価のないもの

移動平均法による原価法又は償却原価法（定額法）

なお、投資事業有限責任組合等への出資については組合の財産の持分相当額に基づき評価しております。

 (2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28

年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物 ５～41年
 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用）については社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金

取締役及び業務執行役員の賞与の支給に備えるため、報酬に係る内規に基づく支給見込額を計上しておりま

す。

なお、当該引当金残高のうち70百万円（前事業年度58百万円）は、取締役に対する賞与であり、株主総会で決

議された報酬限度額内において支給を予定しているものであります。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。
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　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用

その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法により費用処理して

おります。

　数理計算上の差異

各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

なお、年金資産の額が企業年金制度に係る退職給付債務に当該企業年金制度に係る未認識過去勤務費用及び未

認識数理計算上の差異を加減した額を超えているため、前払年金費用として貸借対照表の投資その他の資産に計

上しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

原則として、繰延ヘッジ処理によっております。なお、一体処理（特例処理・振当処理）の要件を満たしてい

る金利通貨スワップについては、一体処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　ヘッジ手段…金利通貨スワップ

　ヘッジ対象…外貨建金融債務

(3) ヘッジ方針

「デリバティブ取引規程」に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場の変動リスク及び金利の変動リスクを回避す

る目的で金利通貨スワップ取引を行っております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

金利通貨スワップは一体処理によっており、ヘッジ有効性評価を省略しております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこ

れらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

(3) 連結納税制度の適用

　当社は、当事業年度から連結納税制度を適用しております。

 
（表示方法の変更）

　（損益計算書関係）

前事業年度において、営業外費用の「その他」に含めておりました「デリバティブ運用損失」は、重要性が

増したため、当事業年度から独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事

業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、営業外費用の「その他」に表示しておりました99百万円は、

「デリバティブ運用損失」１百万円、「その他」98百万円として組替えております。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

　短期金銭債権 1,155百万円 2,708百万円

短期金銭債務 317百万円 1,638百万円
 

 

　２　保証債務

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

受入入居保証金に対する保証   

㈱ベネッセスタイルケア 7,355百万円 6,139百万円

リース債務に対する保証   

㈱ベネッセスタイルケア 221百万円 208百万円

教室賃料に対する保証   

㈱ミネルヴァインテリジェンス 2百万円 2百万円
 

 
　３　当座借越契約

当社は、不測の事態が発生した際に、機動的かつ安定的に運転資金を調達出来るよう、取引銀行１行と当座借越

契約を締結しております。当該契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

当座借越極度額 11,000百万円 11,000百万円

借入実行残高 ─ ─

借入未実行残高 11,000 11,000
 

 

(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

営業取引による取引高   

営業収益 12,017百万円 12,859百万円

営業費用 1,777百万円 1,870百万円

営業取引以外の取引高 170百万円 124百万円
 

 

※２ 営業費用の主なものは次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

業務委託費 2,072百万円 1,910百万円

給料及び手当 1,922  2,543  

賞与引当金繰入額 335  373  

　役員賞与引当金繰入額 87  119  

　顧問料 643  336  

 減価償却費 239  230  

     

　おおよその割合   　　　　　  

　販売費 31％ 27％

　一般管理費 69％ 73％
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※３　固定資産売却益

　　　前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　　　　固定資産売却益は、保有する美術工芸品の売却に係るものであります。

 
※４　関係会社株式売却益

　　　当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

   　　関係会社株式売却益は、㈱TMJ株式の譲渡によるものであります。

　

※５　関係会社株式評価損

　　　前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　　　　関係会社株式評価損は、Benesse America Inc.及びPT. Benesse Indonesiaに係るものであります。

 
(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（平成29年３月31日）

区分
貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社株式 5,276 53,373 48,097
 

 

当事業年度（平成30年３月31日）

区分
貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社株式 5,276 37,980 32,703
 

 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額
（単位：百万円）

区分
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

（1）子会社株式 105,713 106,619

（2）関連会社株式 970 1,086

計 106,684 107,705
 

　上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

であります。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

(流動)   

繰延税金資産   

　未払事業税 21百万円 224百万円

賞与引当金 103 125

その他 38 42

小計 163 391

評価性引当額 △39 △94

繰延税金資産合計 124 297

   

繰延税金負債   

　その他有価証券評価差額金 △2 △2

繰延税金負債合計 △2 △2

   

繰延税金資産の純額 121 294

   

(固定)   

繰延税金資産   

関係会社株式（評価損等） 7,335百万円 7,335百万円

関係会社株式
（会社分割に伴う承継会社株式）

2,008 2,008

繰越欠損金(固定) 619 ―

投資有価証券評価損 133 135

長期未払金 43 43

その他 98 90

小計 10,238 9,612

評価性引当額 △10,231 △9,605

繰延税金資産合計 6 7

   

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △685 △753

関係会社株式（グループ法人税制） △52 △52

その他 △1 △1

繰延税金負債合計 △739 △807

   

繰延税金負債（△）の純額 △733 △800
 

 

 

EDINET提出書類

株式会社ベネッセホールディングス(E04939)

有価証券報告書

108/116



 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

法定実効税率 30.9％ 30.9％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5 1.8

外国源泉所得税 2.5 1.4

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △27.1 △11.4

 評価性引当額の増減 △4.8 △2.6

その他 △0.0 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.9 20.1
 

　

(企業結合等関係)

事業分離

　連結財務諸表の「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:百万円)

区分 資産の種類 当期首残高

 

当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

 有形固定資産

 建物 2,049 93 0 154 1,987 3,741

 美術工芸品 3,902 5 - 6 3,901 27

 土地 1,161 20 - - 1,182 -

 その他 624 100 0 67 657 1,575

　計　　　　　　　　　 　　 7,737 219 0 229 7,728 5,344

 無形固定資産

 商標権 5 - - 1 3 32

 ソフトウエア 44 39 0 13 69 36

計　 50 39 0 15 73 68
 

 

【引当金明細表】

(単位:百万円)

科目 当期首残高
 

当期増加額
 

当期減少額
 

当期末残高
 

 賞与引当金 335 373 335 373

 役員賞与引当金 87 119 87 119
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り
及び買増し

 

　　取扱場所
（特別口座）
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号　三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 －

　　買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
である。　
https://www.benesse-hd.co.jp/ja/

株主に対する特典
毎年３月、９月各末日の単元株以上所有株主に対し、自社商品を中心とした優待品カ
タログより選択しお申し込みいただいた一品を贈呈する。

 

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　　　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

取得請求権付株式の取得を請求する権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売渡すよう当会社に請求をする権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】　

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

  事業年度 自　平成28年４月１日 平成29年６月26日

  （第63期） 至　平成29年３月31日 関東財務局長に提出

     
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

  平成29年６月26日関東財務局長に提出

   

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

  第64期 自　平成29年４月１日 平成29年８月10日

 第１四半期 至　平成29年６月30日 関東財務局長に提出

    

  第64期 自　平成29年７月１日 平成29年11月14日

  第２四半期 自　平成29年９月30日 関東財務局長に提出

     

  第64期 自　平成29年10月１日 平成30年２月14日

  第３四半期 至　平成29年12月31日 関東財務局長に提出

     
(4) 臨時報告書

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決
権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書を平成29年６月29日関東財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（当社及び当社グ
ループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事
象）の規定に基づく臨時報告書を平成29年９月４日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成30年６月23日
 

株式会社　ベネッセホールディングス

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 國　　　本　　　 望 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 長　　沼　　洋　　佑 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 植   木   拓   磨 印

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ベネッセホールディングスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監

査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ベネッセホールディングス及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ベネッセホールディ

ングスの平成30年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社ベネッセホールディングスが平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象に含まれておりません。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
 

 

 

平成30年６月23日
 

株式会社　ベネッセホールディングス

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 國　　　本　　　 望 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 長　　沼　　洋　　佑 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 植   木   拓   磨 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ベネッセホールディングスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第64期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について

監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ベネッセホールディングスの平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査対象に含まれておりません。
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